
「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標1 安心して生み育てられる環境づくり 

施策1 母と子の心と体の健康づくり 

施策の概要 

◆母親と子どもの心と体の健康を守るため、妊娠・出産期から、切れ目のない支援を行うとともに、小

児医療や食育の充実に取り組みます。特に、妊娠期からの相談支援、産後早期からの支援、妊娠・出

産・育児に関する情報提供など、母子保健施策の充実を図るとともに、乳幼児の虐待予防に取り組み

ます。 

◆不妊や不育に悩む人に対する支援の充実に取り組みます。 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・母親と子どもの心と体の健康づくりを推進するため、妊婦や産婦に対する健康診査、乳幼児健康診査を実施するとと

もに、産後早期の母親への支援を充実するため、宿泊や日帰りによる産後ケア事業の拡充を行った。また、各区に設

置した子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期から子育て期まで切れ目のない相談支援を引き続き行うなど、

安心して子育てができる環境づくりに取り組んだ。 

・子どもを望む夫婦に対する特定不妊治療・人工授精の治療費及び不育症の検査費・治療費の一部助成などの経済的負

担の軽減や相談支援に取り組むとともに、新たに、30歳を迎える女性にクーポンを配布し、健康や将来の生活を考え

るきっかけとなる医療機関での検査及び説明に係る費用を助成するプレコンセプションケア推進事業を実施した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、４か月児、１歳６か月児の健診について、令和２年度に引き続き、暫定

的に集団健診から医療機関での個別健診へ変更して実施した。また、母子保健訪問指導において家庭訪問数は減少し

たが、電話による保健指導を行った。 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

妊婦健康診査 妊婦及び胎児の健康管理の充実を図るた

め、委託医療機関にて健康診査を実施 

・妊婦健康診査受診者数 延べ159,868人 

妊婦歯科健康診査 女性の生涯を通じた歯と口の健康、及び、

子どもの健やかな成長のため、妊婦を対

象とした歯科健診を委託歯科医療機関で

実施 

・妊婦歯科健康診査受診者数 5,261人 

乳幼児健康診査 ４か月児、１歳６か月児、３歳児を対象

に保健福祉センターで医師などによる総

合的健康診査、及びその結果に基づく保

健指導を実施。また、10 か月児を対象に

委託医療機関による健康診査を実施し、

乳幼児の健康管理の向上を図る 

・乳幼児健康診査受診者数 

４か月児 12,406人 

10か月児 11,933人 

１歳６か月児 12,731人 

３歳児  12,959人 

乳幼児歯科健康診査 保育所及び幼稚園に通園する乳幼児の歯

科疾患の早期発見・治療の指導を行うた

め、委託歯科医療機関が保育所・幼稚園

で歯科健康診査を実施 

・乳幼児歯科健康診査受診者数 50,062人 

障がい児歯科健康診

査 

障がい児の早期からのむし歯などの歯科

疾患を予防し、かかりつけ歯科医を持つ

ことを目的に、歯科健診を委託歯科医療

機関で実施 

・障がい児歯科健康診査受診者数 12人 

子育て世代包括支援

センター 

妊娠期からの相談支援体制の強化を図る

ため、各区保健福祉センターに子育て世

代包括支援センターを設置し、関係機関

が連携して妊娠期から子育て期までの切

れ目のない支援を行う 

・妊娠届出時面接数 13,343人 

うち、支援につなげた実数 1,271人 

産婦健康診査 産後間もない母親に対する健康診査を実

施し、関係機関と連携して母子への早期

支援を実施 

・産婦健康診査受診者数 延べ21,912人 
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母子巡回健康相談 母親の妊娠、出産、育児に関する不安や

悩みを解消するとともに、子どもの健全

育成を図るため、公民館などの市民の身

近な場所で母子巡回健康相談を実施し、

健康相談や「親子歯科保健教室」などの

健康教育を実施 

・母子巡回健康相談 相談総数 3,448件 

母子保健訪問指導 妊産婦・新生児・未熟児等に対して、母

子訪問指導員や校区担当保健師などによ

る訪問指導を実施 

・妊産婦    延べ9,963人 

・新生児(全戸) 訪問数9,136人 

・未熟児    延べ1,022人 

産後サポート事業 ・産後ケア事業 １歳未満の乳児と産後、

家族からの支援を十分に得られない母を

対象に委託事業所に宿泊又は通所させ、

母体・乳児ケア、カウンセリング等の心

身のケア等を行う 

・産後ヘルパー事業 生後６か月未満の

乳児と産後、家族からの支援を十分に得

られない保護者を対象に、委託事業所が

ヘルパーを派遣し、家事援助や育児援助

を行う

・産後ケア事業延利用日数     延べ1,426日 

・産後ヘルパー派遣事業延利用回数 延べ2,921回 

こんにちは赤ちゃん

訪問事業  

（施策３再掲） 

民生委員・児童委員が、赤ちゃんの生ま

れた家庭を訪問し、地域の子育て支援の

情報提供などを実施 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、 

令和２年２月から訪問活動を休止中 

母親の心の健康支援

事業 

妊産婦や新生児に対する母子保健訪問指

導において、身体の状況、母親の心の健

康状態の把握に努め、継続的な支援が必

要な場合には、助産師及び保健師による

継続訪問を行い、育児不安が強い場合は

「子ども家庭支援員」を派遣し、支援を

実施 

・子ども家庭支援員派遣 延べ1,062回 

ブックスタート事業 ４か月児健診時に絵本を配布し、ボラン

ティアによる絵本の読み聞かせなどを通

じて、親子が相互に語りかけることの大

切さ、楽しさを伝え、よりよい親子関係

を築いてもらうとともに読書活動を促進 

・ブックスタート事業 12,406人 

※令和３年度から乳幼児健康診査と統合 

新生児聴覚検査事業 先天性難聴を早期に発見し、早期に療育

につなげるため、すべての子どもを対象

に新生児聴覚検査費用への公費負担を実

施 

・公費負担者数 12,021人 

未熟児養育医療 身体の発達が未熟（2,000ｇ以下）な状態

で生まれ、治療を要する乳児に対し、医

療費を助成 

・給付人員 309人 

小児慢性特定疾病児

童に対する支援（医

療費助成・自立支援

事業）  

18 歳未満の児童が、特定の慢性の病気に

かかった場合、自己負担分の医療費の一

部を公費で負担（20歳未満まで継続可） 

・給付人員 2,337人 

食育推進 「第３次福岡市食育推進計画」に基づき

関係局・区、関係団体等との連携により

全市的な食育の推進及び普及啓発を図る 

・「第３次福岡市食育推進計画」の推進 

インターネットやＳＮＳを活用し、レシピや食育

の情報を配信 

配信本数：52本 

各区における食育推

進事業 

母子巡回健康相談や子育てサロン、乳幼

児ふれあい学級の場などを活用し、乳幼

児や学童の食育を推進 

・区において、栄養に関する個別指導、食育指導、

離乳食や幼児食支援食育レシピ集の配布などを 

実施 
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保育所・幼稚園など

での食育の推進 

保育所保育指針に基づき、保育所の特性

を生かした食育が推進されるよう、給食

献立の提供や実地監査等を通じた支援を

実施 

・児童の発育・発達や季節感を考慮した給食献立の

提供、保護者啓発用の食育資料案の提供 

 12回（月１回） 

・研修会の開催 

（地域型保育事業所等 89施設 103名参加） 

特定不妊治療費助成 子どもを望む夫婦に対し、高額の医療費

がかかる保険適用外の特定不妊治療費の

一部を助成また、不妊に関する悩みにつ

いて専門医師または助産師などによる個

別相談（予約制）を実施 

・助成件数 3,693件 

一般不妊治療費助成 不妊治療を受ける夫婦の経済的負担の軽

減を図り、若い世代からの不妊治療を支

援するため、保険診療の対象とならない

一般不妊治療（人工授精）の費用の一部

を助成 

・助成件数 646件 

不育症検査費・治療

費助成 

妊娠しても流産・死産を繰り返す「不育

症」について、検査費及び治療費への助

成を実施することにより、不育に悩む夫

婦が、不育症のリスク因子を知って不安

解消につなげるとともに、リスク因子に

応じた治療を行い、出産に至るよう支援

を実施 

・助成件数 61件 

不妊専門相談センタ

ー 

不妊カウンセラーや医師が不妊・不育に

関する専門的な相談に応じるとともに、

妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓

発を実施 

・相談組数 1,494組 

・相談件数 1,872件 

産婦歯科健康診査 
（令和３年度新規事業） 

女性の生涯を通じた歯と口の健康、及び、

赤ちゃんの健やかな成長のため、産後１

年以内の産婦を対象とした歯科健診を委

託歯科医療機関で実施 

・産婦歯科健康診査受診者数 628人 

プレコンセプション

ケア推進事業  
（令和３年度新規事業） 

30 歳を迎える女性にクーポンを配布し、

産科・婦人科医療機関での検査及び医師

による説明に係る費用を助成 

・利用者数 1,576人 

母子保健オンライン

相談等事業  
（令和３年度新規事業） 

保健師による妊産婦等への保健指導や相

談対応、講座等について、オンラインで

も実施できるよう環境を整備 

・利用者数 252人 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標1 安心して生み育てられる環境づくり 

施策2 幼児教育・保育の充実 

施策の概要 

◆質の高い教育・保育の確実な提供に向けた体制・人材の確保に取り組みます。 

◆共働き家庭の増加や就労形態の多様化などに対応し、保護者のニーズや子どもの特性を踏まえた多様

な保育サービスの一層の充実に取り組みます。 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・保育ニーズに対応するため、保育所の新設や増改築などにより保育の受け皿の確保に取り組んだ。 

・また、保育所等に保育支援者の配置費用を助成し、園外活動中の児童の安全確保や保育士の負担軽減に取り組んだ。 

・保育所の増加等に伴い必要な保育士等を確保するため、潜在保育士等の就職支援、奨学金を返済する保育士に対する

助成事業、保育士に対する家賃助成を引き続き実施した。 

・様々な就労形態に対応するため、延長保育、休日や夜間の保育、一時預かり事業を継続して実施するとともに、病児・

病後児デイケア事業を推進し、サポートが必要な子どもたちのために、保育所等における障がいの程度が重い児童及

び医療的ケア児の受入れを行うなど、多様な保育サービスの充実に取り組んだ。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、保育士・保育所就職支援センターの求職登録をオンラインでも登録でき

るようにしたり、対面以外での相談対応を行うなど、利便性を図った。また、保育士等の研修については、オンライ

ンを活用するなど工夫し、実施した。 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

保育所等整備の

推進 

地域の保育需要に応じ、既存保育所の増改築

などにより、受け皿確保に取り組む 

・新築   ６か所 

・増改築等 ３か所 

・整備数  610人 

企業主導型保育

促進事業 

企業主導型保育事業を促進し、保育の受け皿

の拡大を図る 

・令和４年４月１日現在の開所施設数 180施設 

幼稚園２歳児受

入れ促進事業 

幼稚園において２歳児の保育を実施するこ

とにより、保育の受け皿の拡大を図る 

・実施園 ９園（令和４年３月末現在） 

・利用者数 123人 

保育体制強化事

業 

保育所等に児童の園外活動時の見守りや保

育補助等を行う保育支援者の配置費用を助

成し、児童の安全確保と保育士の負担軽減を

図る 

・助成施設 161か所 

保育士の人材確

保事業 

保育士不足が深刻な中で、国から保育人材確

保のための取組の推進等として打ち出され

た「未就学児を持つ潜在保育士に対する保育

所復帰支援事業」及び「潜在保育士の再就職

支援事業」を活用して保育所の勤務環境の改

善を図るとともに、潜在保育士の堀り起し・

確保の強化を図る 

・貸付実績 

保育料の一部貸付 86人 

就職準備金貸付  40人 

保育士就職支援

事業 

保育士・保育所支援センターでの就職あっせ

んや、就職支援研修会、ハローワークなどと

連携した潜在保育士の就職支援、学生への就

職支援・相談会などを実施 

・就職成立    30人 

・就職支援研修会 ４回 

うち就職成立 ３人 

・出張相談会   ５回 

うち就職成立 ２人 

※研修会及び出張相談会における成立数は上記

就職成立数に含まれる

・指定保育士養成校等の訪問 

・学生支援 391人 

・調査 20学科（18校） 

保育士就労継続

支援事業 

保育士不足が深刻な中で、保育士確保と併せ

て、就労継続を支援するため、産業カウンセ

ラー及び社会保険労務士による相談窓口を

設置し、現役保育士の就労関係等の悩みに対

応することで就労支援を図る 

・相談件数 計30件 

メンタルヘルス相談 21件 

社会保険労務士相談 ９件 
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保育士奨学金返

済支援事業補助

金 

市内保育所に勤務する正規保育士のうち、奨

学金を返済する保育士に対して、返済額の一

部助成を実施することで、就職促進及び離職

防止を図る 

・助成人数 1,024人 

保育士家賃助成

事業補助金 

市内保育所に勤務する正規保育士に対して月

１万円を上限に家賃助成を実施することで就

職促進及び離職防止を図る 

・助成人数 2,317人 

私立幼稚園運営

費補助金 

私立幼稚園に対し、運営費等の助成を行うと

ともに、保育所並みの預かり保育等を実施す

る園に対し、家賃助成、奨学金返済の支援を

実施 

・幼稚園運営費助成 117か所 

・家賃助成実績 309人 

・奨学金返済支援実績 174人 

※家賃助成と奨学金返済支援は、令和２年度から実施 

子育て支援員等

研修事業 

地域型保育事業等の従事者として必要な知

識等を修得し、子育て支援員として家庭的保

育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業

等で働く人材を確保 

・235人受講、213人に修了証書発行 

延長保育（時間外

保育事業） 

保護者の就労形態の多様化による保育時間

の延長に対する需要に対応するため、延長保

育を実施 

・助成施設 349か所 

休日や夜間の保

育 

就労形態の多様化に伴い、保護者が日曜・祝

日や夜間などに就労することにより、休日や

夜間において保育が必要な場合の保育需要

に対応 

・実施施設（休日保育）７か所 

・実施施設（夜間保育）２か所 

病児・病後児デイ

ケア事業 

保育所などへ通っている子どもが病気の際、

保護者が仕事の都合などで看病できない場

合に、病児デイケアルームで一時預かりを実

施 

・実施施設   21か所 

・利用延べ人数 19,805人 

一時預かり事業 

（施策３再掲） 

保護者が冠婚葬祭や通院、リフレッシュなど

必要な時に、乳幼児を一時的に預かること

で、保護者の子育てに関する不安感・負担感

を軽減し、虐待防止と児童の健全育成を推進 

・利用者数 

 一時預かり 19,266人 

一時保育    2,218 人 

子どもショート

ステイ（子育て短

期支援事業） 

（施策11再掲） 

保護者が病気などで家庭での養育が一時的

に困難な子どもについて、児童養護施設など

で短期間の預かりを実施 

・実施施設   ６か所  

・利用延べ人数 1,197人 

特別支援保育 

（障がい児保育） 

保育施設において特別な支援（障がい、難病

など）を必要とする子どもの保育を実施し、

健全な成長発達を促進するため、保育士の雇

用費助成や訪問支援、研修を実施 

・全園で実施 

受入園数 264か所 

受入人数 949人 

医療的ケア児保

育 

全公立保育所で医療的ケア児を受け入れる

と共に、民間保育所等での受け入れにかかる

費用を助成する 

・公立 ２か所 ４名 

・私立 ９か所 13名 

保育所職員等研

修事業 

保育の質の向上を図るため、保育内容や保健

衛生、給食等の保育に必要な専門的知識や技

術を取得できるよう、新人や中堅、ベテラン

に区分した保育士研修、園長研修、各区別研

修等を実施 

・実施回数 121回 

・参加人数 延べ8,219人 

保育所等におけ

る人権教育の推

進 

保育所等を対象に、人権教育を推進するため

の研修を実施 

・実施回数 46回 

・参加人数 延べ2,163人 

多様な集団活動

事業の利用支援

事業 
（令和３年度新規事業） 

幼児教育類似施設等を利用する保護者に対

し、利用料の一部を助成 

・年間延べ人数 265人 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標1 安心して生み育てられる環境づくり 

施策3 身近な地域における子育て支援の充実 

施策の概要 

◆地域全体で子どもと子育て家庭を見守り支える環境をつくるため、身近な地域において乳幼児の親子

や子どもたちが集い、安全に安心して活動できる交流の場や機会の提供、一時預け先の確保、身近な

子育て相談、地域における人材の育成などに取り組みます。 

◆子どもや子育て支援に関して、市民がアクセスしやすく、分かりやすい情報の提供に取り組みます。 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・地域全体で子どもを見守り育んでいく活動の一環として、引き続き各区において、子育て交流サロン、育児サーク

ルのボランティアに対する養成講座や研修、相談対応、交流会や情報交換会の開催などの支援を行った。また、地

域子ども育成事業などを通じて地域の子どもを育むネットワークづくりの促進を図るとともに、ファミリー・サポ

ート・センター事業の利用ニーズの多様化に対応するなど、地域の中で行う育児の相互援助活動を支援した。

・子育て支援に関する情報のほか、団体・サークル、イベントに関する情報などについて、「ふくおか・子ども情報」

ホームページ、冊子「子育て情報ガイド」、市政だよりなどを通じて提供したほか、LINEやFacebookによる配信を

行うなど、様々な媒体を活用して情報提供を行った。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、従前どおりの開催が困難となった事業は、参加者数の制限やオンライ

ンで実施するなど、感染対策を十分行いながら事業を継続した。

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

子どもプラザ事業 乳幼児親子がいつでも気軽に集まり利

用できる遊び場を常設し、子育て活動を

支援する拠点として「子どもプラザ」を

設置し、地域で孤立しがちな乳幼児の親

の子育ての不安の軽減を図り、子育てし

やすい環境づくりを推進 

・開設箇所数 14か所 

・利用者数 延べ113,454人 

・開所日数 3,068日 

子育て教室 子どもへの関わり方で悩んでいる親を

対象に、子どもの発達に応じた関わり方

や遊び方を学べる教室を開催 

各区において、下記の取組みなどを実施 

・子育てに関する講演会、親子ふれあい遊び 

・ペアレンティング･プログラムの連続講座 

・ＣＡＰ（子どもへの暴力防止）プログラム 

福岡市子育て支援コ

ンシェルジュ 

各区に子育て支援コンシェルジュを配

置し、保護者に対して、個々のニーズに

合った教育・保育サービスなどについて

の情報提供や相談を実施 

・箇所数  ９か所  

・相談件数 21,242件 

・入所保留世帯へのアフターフォロー 248件 

・教育・保育サービスの情報収集 284件 

・入所につながったケース   1,636件 

地域ぐるみの子育て

ネットワークづくり 

子育て交流サロン・サークルへの訪問、

支援を行うとともに、地域における子育

て支援活動を支援し、連携を図る。また、

区内の小学校、保育所などのほか、主任

児童委員や民生委員との情報交換を実

施 

各区において、下記の取組みなどを実施 

・子育て交流サロンや育児サークルへの支援 

・小中学校、保育所・幼稚園等との校区ネットワー

ク会議 

・主任児童委員その他の関係機関と情報交換会 

ファミリー・サポー

ト・センター事業（子

育て援助活動支援事

業） 

地域において、育児を援助したい人と援

助を受けたい人の会員組織をつくり、会

員同士が助け合う相互援助活動を推進 

・会員数  6,257人 

・活動回数 10,860回 

こんにちは赤ちゃん

訪問事業 

民生委員・児童委員が、赤ちゃんの生ま

れた家庭を訪問し、地域の子育て支援の

情報提供などを実施 

新型コロナウイルス感染症の影響により、 

令和２年２月から訪問活動を休止中 

地域子育て交流支援

事業 

地域全体で乳幼児の子育てを支援する

体制づくりを行い、地域の見守りのも

と、公民館などを活用して、乳幼児の親

子が気軽に集える「子育て交流サロン」

の開設や運営を支援 

・開設箇所数 154か所 

・開催回数 1,753回 

・参加者数 延べ21,395人 
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子育て交流サロン・

サークルリーダー養

成講座 

子育て交流サロン・サークルのリーダー

の研修会や交流会を通して、地域ぐるみ

で子育てを支援する体制づくりを推進 

各区において、子育て交流サロンや育児サークル・

子どもプラザ等で活動するボランティア向けの養

成講座・交流会・研修会などを実施 

一時預かり事業 保護者が冠婚葬祭や通院、リフレッシュ

など必要な時に、乳幼児を一時的に預か

ることで、保護者の子育てに関する不安

感・負担感を軽減し、虐待防止と児童の

健全育成を推進 

・利用者数    

  一時預かり 19,266人 

 一時保育  2,218 人 

子ども情報提供 ホームページ「ふくおか・こども情報」

の管理・運営や、「ふくおか子育て情報

ガイド」の発行など、子どもに関する行

政や民間のさまざまな情報を広く市民

に提供 

・冊子「ふくおか子育て情報ガイド」の作成・配布

（20,000冊） 

・ホームページ「ふくおか子ども情報」の管理運営 

・LINE、Facebookでの情報発信等 

各区子育て情報マッ

プ 

各区の子育て情報マップを作成・配布 ・子育て情報マップ等を各区で作成し、窓口、子ど

もプラザ、保健師訪問などで配布 

転入世帯への子育て

情報提供 

転入時などに区の子育てに関する情報

を提供するとともに、必要に応じて各相

談窓口などを紹介 

・児童手当の手続き時に各区の窓口で「ふくおか子

育て情報ガイド」を配付するなど情報提供を実施 

園庭開放、園行事の

地域開放など 

地域に開かれた社会資源として、保育所

の有する専門的機能を地域のために活

用していくことを目的とし、地域の子ど

も、子育て家庭、高齢者との交流を支援 

・公立 ７か所 

・私立 206か所 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標1 安心して生み育てられる環境づくり 

施策4 障がい児の支援（乳幼児期） 

施策の概要 

◆障がいのある子どもについては、「発達が気になる」など、障がいの疑いが生じた段階から、早期の

対応、支援を行っていくことが重要です。障がいの早期発見と早期支援、そして“ノーマライゼーシ

ョン”の理念のもとに、一人ひとりの自立をめざした支援・療育体制の充実に取り組みます。 

◆発達障がい児の新規受診や相談の増加に対応できるよう、発達障がい児とその家族への支援の充実に

取り組みます。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・障がいの早期発見と早期支援のため、療育センター等における相談・診断・療育を実施するとともに、療育センタ

ー等の新規受診児の増加に対応するため、南部地域の相談・診断・療育を担う施設の整備を進めた。 

・ノーマライゼーションの理念のもと、発達障がい者支援センターにおける乳幼児期から成人期までの一貫した支援

を実施した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染対策を十分に行いながら、発達障がい者支援センターや療育セン

ター等で継続して障がい児の支援に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

障がい児の専門機関

などの連携による早

期発見・早期対応 

乳幼児が、健診などを通じ、障がいの疑

いがあると判断された場合は、総合的機

関である心身障がい福祉センターや（東

部・西部）療育センターで発達状況など

の医学的診断などを行い、適切な療育を

実施 

・心身障がい福祉センター、療育センターにおける

新規受診児 1,931人 

障がい児施設による

通園療育 

就学前の知的障がい児・肢体不自由児を

通園させ、訓練・保育などの療育を実施 

・実施施設 

 児童発達支援センター等    17か所 

 医療型児童発達支援センター等 13か所 

・延べ利用者 

児童発達支援         14,159人 

医療型児童発達支援      680人 

療育センター等 乳幼児が、健診などを通じ、障がいの疑

いがあると判断された場合は、総合的機

関である心身障がい福祉センターや（東

部・西部）療育センターで発達状況など

の医学的診断などを行い、適切な療育を

実施 

・心身障がい福祉センター、療育センターにおける

新規受診児 1,931人 

発達障がい者支援セ

ンター 

発達障がい児（者）及びその家族に対し、

乳幼児期から成人期まで一貫した支援

を実施するため、その中核となる「発達

障がい者支援センター」において、関係

機関との連携を強化 

発達障がい者支援センター運営 

・相談者数   1,086人 

・相談件数  延べ3,319件 

相談支援  3,109件 

発達支援  41件 

就労支援  169件 

・研修参加者 2,381人 

医療的ケア児レスパ

イト事業 

在宅の医療的ケア児の看護や介護を行

う家族の負担軽減を図るため、医療保険

の適用を超える自宅利用や医療保険の

適用外となる自宅以外での訪問看護を

実施 

・登録事業者数  32カ所 

・利用登録人数  131人 

・延利用回数   794回 

・延べ利用時間数 1,411時間 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標1 安心して生み育てられる環境づくり 

施策5 子育てを応援する環境づくり 

施策の概要 

◆市民、事業者などと共働し、男性も女性も、子育てをしながら安心して働き続けることができる環境

づくりに取り組みます。 

◆安心して子どもを生み育てることができるよう、良質な住まいづくりのための情報提供を行うととも

に、子育て世帯の居住を支援する施策を推進します。 

◆子どもの安全を守るため、交通事故の防止や防犯対策などに取り組みます。 

◆子育てにかかる経済的負担の軽減に取り組みます。 

 

１ 施策の進捗状況 順調 

・子育てをしながら安心して働き続けることができる環境づくりのため、毎月１日～７日を“「い～な」ふくおか・子

ども週間♡”とし、引き続き、社会全体で子どもたちをバックアップする運動の普及・啓発に取り組んだ。また、男

女が子育てを行う意識の醸成を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスの充実や、働く場における女性の活躍推

進のため、企業向けのセミナーや講演会、再就職やリーダーをめざす女性向けの講座を引き続き実施した。 

・子育て世帯の居住を支援するため、住替えへの助成や、セーフティネット住宅の登録促進を引き続き行った。 

・交通事故の防止や防犯対策のため、交通安全に関する広報・啓発や通学路の安全確保、スクールガード（学校安全

ボランティア）による見守りを引き続き行った。 

・子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、第３子以降の児童の副食費の実費に係る費用などを一部助成する第

３子優遇事業や、保育所等を利用する生活保護世帯の教材費等の助成を引き続き実施した。また、経済的な理由に

より就学困難な児童生徒の保護者に対する就学援助や特別支援教育就学奨励費による支援を引き続き実施した。 

・子どもが安心して医療機関を受診できるよう、通院助成対象を小学生から中学生までに拡大するとともに、自己負

担上限額を一医療機関につき一月あたり一律500円までに軽減した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染対策を十分行いながら、子ども施策に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

男女共同参画推進セ

ンターによる啓発 

男女共同参画に関する啓発の一環と

して、子育てに関連した企画・講座な

どを実施 

・市民グループの活動支援(子育てに関する企画４件） 

社会貢献優良企業優

遇制度 

次世代育成・男女共同参画支援事業を

実施する社会貢献度の高い企業を認

定し、契約を行う際は優先的に指名す

るなどの優遇制度を実施 

・認定企業 203社 

（令和３年度追加認定企業数17社） 

・認定期間 令和元年８月１日～令和４年７月31日 

女性活躍推進事業 企業のワーク・ライフ・バランスや、

働く場における女性の活躍を推進す

るため、セミナー等を開催するととも

に、再就職を目指す女性や、働く女性

向けのスキルアップ講座等を実施 

・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定支

援動画セミナーの実施 

（動画視聴回数 209回） 

・ワーク・ライフ・バランス推進セミナーの実施 

（参加者数 108人） 

・男性の育休取得推進セミナーの実施 

（参加者数 14人） 

・「男性の育休取得の手引き」（企業向け300部） 

「家事・育児シェアシート」（8,000部）の 

作成・配布 

・「ふくおか女性活躍NEXT企業 見える化サイト」の

推進（登録企業数 307社） 

・企業向け講演会の実施（参加者数 113人） 

・再就職を目指す女性向け講座の実施 

（参加者数 41人） 

・キャリア形成支援セミナー（女性対象）の実施 

（①リーダークラス  ②若手クラス） 

（① 参加者数 26人 ②参加者数 8人） 
・就労継続支援事業（参加者数 14人） 
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市民や企業と共働し

た子育て支援 

“「い～な」ふくおか・子ども週間♡”

の普及啓発を図るとともに、「子ども

参観日」を実施 

・賛同企業・団体数 

1,158企業・団体（令和４年３月31日現在） 

・子ども参観日は中止 

子育て世帯住替え助

成事業 

子育てしやすい居住環境づくりの促

進と、経済的な負担を緩和するととも

に、既存住宅の流通促進を図るため、

子育て世帯の住替えに係る初期費用

の一部を助成（三世帯同居・近居、多

子世帯には、それぞれ助成上限額を引

上げ） 

・交付 228件 30,788,400円 

新婚・子育て世帯な

どが安心して住める

市営住宅の整備 

新婚・子育て世帯などが安心して子ど

もを生み育てることができるよう、ユ

ニバーサルデザインの視点に立った

市営住宅の整備を推進するとともに、

大規模な市営住宅の建替に際して、子

育て施設などを誘導 

ユニバーサルデザインの視点に立った市営住宅の 

整備 

・市営住宅の建替 着手     522戸 

・市営住宅の改善 住戸改善着手 0戸 

※住戸改善事業は対象住棟の改善が完了し、事業終

了 

住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供

給の促進 

子育て世帯、高齢者、障がい者等、特

に住宅の確保に配慮が必要な方（住宅

確保要配慮者）の入居を拒まない賃貸

住宅の供給を促進 

・セーフティネット住宅登録件数 累計3,945戸 

(令和２年度3,383戸） 

道路のバリアフリー

化の推進 

妊婦、ベビーカー利用者や子ども、高

齢者、障がいのある人など、誰もが安

心して利用できるバリアフリー化さ

れた歩行空間の整備を推進 

・バリアフリー重点整備地区内における生活関連経路

やその他の道路について、バリアフリー化を実施。 

・生活関連経路の整備率   92.3% （福祉） 

・歩道のフラット化整備率   30.6% 

公共交通バリアフリ

ー化促進事業 

すべての鉄道やバスなどの公共交通

利用者が安全かつ円滑に移動できる

よう、交通事業者が行う鉄道駅のバリ

アフリー化やノンステップバス・ユニ

バーサルデザインタクシーの導入に

ついて、その整備費用の一部に補助を

行い、バリアフリー化を促進 

・ユニバーサルデザインタクシー導入補助(98台) 

バス利用環境の改善 バスの利便性向上を図るため、バス事

業者などに対し、バス停における上屋

やベンチの設置を促進するとともに、

道路管理者としても、「ユニバーサル

都市・福岡」の実現のため、バス事業

者などと役割分担を図りながら、バス

停における上屋及びベンチの設置を

推進 

・バス事業者については、市域内のバス停において、

上屋を２か所、ベンチを１か所設置 

・道路管理者については、市域内のバス停において、

上屋及びベンチを９か所設置 

・地域団体については、市域内のバス停において、ベ

ンチを２か所設置 

ベンチプロジェクト 「ユニバーサル都市・福岡」の実現に

向け、誰もが気軽に外出しやすい環境

づくりのため、官民が協力してバス停

付近や地域が要望する道路沿い等に

ベンチの設置を推進 

・市有地等に市が設置 18か所 

（道路管理者が設置したベンチ10か所を含む） 

・民有地に設置されたベンチへのベンチ購入補助 

２か所 

「赤ちゃんの駅」事

業 

乳幼児親子が外出しやすい環境づく

りを進めるとともに、地域社会全体で

子育て家庭を支える意識の醸成を図

るため、授乳やオムツ交換のスペース

がある施設を「赤ちゃんの駅」として

登録し、各施設のシンボルマーク掲示

を促進 

・登録数 390か所（令和４年３月末現在） 
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各種交通安全教育 子どもの交通安全教育の徹底、交通安

全の確保 

・四季の交通安全運動を中心に広報・啓発を実施 

・子ども（中学生以下）を対象とした交通安全に関す

る出前講座を実施 

実施回数 495回 

受講者数 47,127人 

・市内の小学１年生を対象に黄色い帽子とランドセル

カバーを作成・配布 

 配布数量 黄色い帽子    15,000個 

     ランドセルカバー 15,500枚 

保育体制強化事業

（施策２再掲） 

保育所等に保育の周辺業務を行う保

育支援者の配置費用を助成し、園外活

動中の児童の安全確保と保育士の負

担軽減を図る 

助成施設 161か所 

小学校周辺の歩車分

離 

安全な歩行空間確保に向け、歩道整備

や路側帯のカラー舗装などを推進 

・小学校周辺の道路において、歩道の新設等による物

理的な歩車分離や路側のカラー化等による視覚的

な歩車分離を実施 

小学校周辺の歩車分離確保率 74.4% 

子どもの安全対策

（通学路の安全確

保） 

登下校時の安全確保及び防犯意識の

高揚を図るため、小学校１年生及び市

外からの転校生に防犯ブザーを配布。

また、スクールガード（学校安全ボラ

ンティア）や、地域の団体などとの連

携による通学路のパトロール強化、危

険個所の点検など、地域ぐるみで学校

の安全を守る取組を促進 

・小学校1年生及び市外からの転校生に防犯ブザーを

配布 

・スクールガードリーダーによる学校の巡回指導によ

る安全体制の評価 

・スクールガードリーダー連絡協議会を行い、学校の

安全対策の課題の確認 

・スクールガード養成講習会は中止 資料を全学校に

配布 

・防犯・安全教室を実施  小学校４校 

防犯出前講座 ＰＴＡなどの地域委員、留守家庭子ど

も会などに対し防犯出前講座を開催 

子どもを対象とした防犯対策に関する出前講座（こど

も防犯出前塾）  

・受講団体 留守家庭子ども会や子ども会 等 

・実施回数 ７回 

・受講者数 462人 

防災体験や新米パパ

ママ応急手当講習会 

福岡市民防災センターにおいて、強

風、地震、火災などの体験ができる機

会を提供するとともに、出産予定者や

１歳未満の子どもの保護者を対象と

した応急手当講習会（新米パパママ応

急手当講習会）を実施 

・防災の疑似体験 

市内の小学校     109校 

中学校     ２校 

幼稚園・保育園 45園 

合計      4,869名来館 

・新米パパママ応急手当講習会  

年間18回実施、285人の保護者が受講 

保育所・幼稚園での

防災教室 

市内の幼稚園・保育園の園児の防災教

室を実施し、地震、津波、火災その他

の災害に関する対策や対処方法など

を指導 

・23園2,784人の園児に対し、防災教室を実施 

小・中学校での救命

講習 

小・中学生を対象とした救命講習を実

施するとともに、教職員への応急手当

普及員講習を実施し、自学自習の救命

教育を促す 

・小学校５年生 118校（81%） 11,040名     

・中学校２年生 51校（74%）  9,271名 

・教職員に対する普及員講習  209名 

犯罪のない安全で住

みよいまちづくり推

進事業 

子どもをはじめとする市民にとって、

犯罪のない安全で住みよいまちづく

りを実現するため、「福岡市犯罪のな

い安全で住みよいまちづくり推進条

例」に基づき、地域団体、事業者、関

係機関などで構成する「福岡市犯罪の

ない安全で住みよいまちづくり推進

本部」を設置し、社会全体で犯罪が発

生しにくい環境づくりを推進 

「福岡市防犯のまちづくり推進プラン」（計画期間：

令和２年度～令和６年度）に基づき、「Iotを活用し

た子ども見守り事業」など各種防犯施策に取り組ん

だ。 
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児童手当 家庭などにおける生活の安定と次代の

社会を担う子どもの健やかな成長を支

援するため、子どもを養育する者に手当

を支給（国内に住所を有する者が、中学

校修了前（15 歳）までの子どもを監護

している場合に支給） 

・受給者数  124,237人 

・延べ児童数 2,403,655人 

・支給総額  25,296,175千円 

第３子優遇事業 18 歳未満（18 歳に達する年度末まで）

の児童を３人以上養育する保護者に対

し、第３番目以降の児童が小学校入学前

３年間の期間にいる間の支援を実施 

・特定教育・保育施設（※） 2,605人 

・私学助成園        1,423人 

・保育施設等利用手当    85人 

・第３子手当        54人 

※「新制度へ移行した幼稚園」「認定こども園」「保育所」 

子ども医療費助成 子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、

子どもたちが安心して医療機関で受診

できるよう医療費を助成（中学校３年生

までを対象に、健康保険の診療対象とな

る医療費の自己負担相当額を助成。一部

自己負担あり。所得制限なし。） 

令和３年７月から通院助成対象を小学生から中学生

までに拡大し、３歳から中学生までの自己負担上限額

を一医療機関につき一月あたり一律500円までに 

軽減 

・対象者数     199,991 人 

・受診件数     1,604,780 件 

・総医療費     28,318,347千円 

・助成額      5,018,699千円 

  １人あたり助成額 25,095円 

  １件あたり助成額 3,127円 

児童扶養手当 

（施策12再掲） 

ひとり親家庭などの生活安定と自立を

促進するため、18 歳に達する日以降の

最初の３月31 日まで（障がい児につい

ては20 歳未満）の子どもを監護してい

るひとり親家庭の父または母、もしくは

養育者に手当を支給 

・受給者数 13,298人 

市営住宅における

ひとり親家庭や子

育て世帯の優先入

居 

（施策13再掲） 

市営住宅の定期募集（抽選方式）の申し

込みにあたり、ひとり親家庭や子育て世

帯に対する優遇制度を実施。また、ひと

り親家庭や子育て（乳幼児）世帯、多子

世帯を随時募集の申し込み要件のひと

つとしている 

定期募集（抽選方式）において、ひとり親世帯や子育

て世帯の優先入居を実施。 

・抽選優遇（一般世帯より抽選番号を多く割振り） 

 ひとり親世帯、子育て（乳幼児）世帯 

・別枠募集（一般世帯とは別に住戸を確保） 

 子育て（中学生以下）世帯 募集戸数 309戸 

・入居時の収入基準を緩和 

随時募集 10件（ひとり親家庭等の要件に該当） 

母子父子寡婦福祉

資金貸付事業 

（施策12再掲） 

母子、父子、寡婦世帯の生活の安定と、

その扶養する子どもの福祉の増進を図

るため、原則、無利子で修学資金・就学

支度資金などの貸付を実施 

・貸付実績   369件 173,210,800円 

・償還実績  

収入済額   544,850,497円 

現年度償還率 87.3％ 

過年度償還率 7.2％ 

ひとり親家庭等医

療費助成 

（施策12再掲） 

ひとり親家庭の親と子ども、父母のない

子どもの経済的負担を軽減し、保健の向

上と福祉の増進を図るため、医療費を助

成（児童扶養手当に準拠した所得制限あ

り） 

子ども医療費の制度改正に伴い、令和３年７月から

小・中学生の自己負担上限額を一医療機関につき一月

あたり一律500円までに軽減 

・対象者数     27,290人 

・受診件数     200,493件  

・総医療費     4,391,574千円 

・助成額      939,093千円 

  １人あたり助成額 34,412円 

  １件あたり助成額 4,684円 

寡婦(夫)控除のみ

なし適用 

（施策12再掲） 

婚姻歴のないひとり親に対し、保育料等

への寡婦（夫）控除のみなし適用を実施 

・保育所保育料  21人 

実費徴収に係る補

足給付事業 

（施策13再掲） 

生活保護世帯や低所得世帯等に対して、

保育所・幼稚園などに支払う日用品費や

行事参加費、副食費などの実費について

助成 

・給付児童数（教材費等） 231人 

・給付児童数（副食費）  3,198人 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標2 子ども・若者の自立と社会参加 

施策6 子どもの居場所や体験機会の充実 

施策の概要 

◆放課後や長期休暇などに子どもたちが安全に過ごし、それぞれの状況に応じて主体的に活動できる場

を充実させるとともに、地域における居場所づくりや支え合いの活動を支援します。 

◆地域等との協力や公園の整備など、子どもたちの放課後等の遊び場の充実を図ります。 

◆関係部局や地域団体などが連携し、子どもの自主性・人間性等を育む多様な体験・交流の機会の充実

を図るとともに、それらに関わる担い手の育成に取り組みます。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・わいわい広場（放課後等の遊び場づくり事業）については実施校数を拡大するとともに、中央児童会館あいくるにお

ける遊び・体験・交流の場の提供、身近な公園の整備など、安全に安心して活動できる場や機会の確保・提供に取り

組んだ。 

・子どもたちが安全に過ごし、それぞれの状況に応じて主体的に活動できる場を充実させるため、留守家庭子ども会で

４か所の増築等や、子どもへの食事の提供と居場所づくり活動を行う民間団体への支援を実施した。 

・都市公園などの整備において、ワークショップなど住民参加型の手法を用いて、子どもの意見も含む多様なニーズを

踏まえた整備を引き続き実施した。 

・子どもの自主性・人間性等を育む多様な体験・交流の機会を充実させるため、アジア太平洋こども会議・イン福岡に

よる国際交流や青少年施設における様々な体験機会の提供、各種教室などの青少年活動を支援した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、イベント等事業内容を見直しオンラインで実施するなど、感染対策を十

分行いながら、継続して子どもの交流や体験の機会の充実に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

留守家庭子ども会 保護者や同居する親族などが、就労など

の理由により、昼間家庭にいないことが

常態で、小学校の授業終了後・学校休業

日に家庭で適切な保護を受けられない児

童を対象に、遊びと生活の場を提供し、

「放課後児童支援員」などの活動支援の

もと、児童の健全な育成を図る 

・留守家庭子ども会 139校 

・入会児童数    17,084人 

・施設の増築等   ４か所 

放課後等デイサービ

ス（施策９再掲） 

就学している障がい児に対して、放課後

や長期休暇において、生活能力向上のた

めの訓練などを継続的に提供することに

より、学校教育と相まって障がい児の自

立を促進するとともに、放課後などの居

場所づくりを推進 

・事業所数  265か所 

・延べ利用者 42,154人 

子どもの食と居場所

づくり支援事業 

（施策13再掲） 

子どもたちへの温かい食事の提供に加え

て、調理や学習支援、昔遊びなどの居場

所づくり活動を行う NPO やボランティア

団体等に対し、活動経費を一部助成 

・支援団体数 19団体 

ファミリー・サポー

ト・センター事業（子

育て援助活動支援事

業） 

（施策３再掲） 

地域において、育児を援助したい人と援

助を受けたい人の会員組織をつくり、会

員同士が助け合う相互援助活動を推進 

・会員数  6,257人 

・活動回数 10,860回 

わいわい広場（放課

後等の遊び場づくり

事業） 

子どもの心身にわたる健全育成を図るた

め、児童にとって身近で使い慣れた小学

校施設を活用し、放課後などに、自由に

安心して、遊びや活動ができる場や機会

づくりを推進 

・実施校数 143校 

（単発実施（派遣型）５校を含む） 

・参加延べ人数 248,689人 

・令和３年４月より、金山小学校に常設のわいわい

広場を新規開設 
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中央児童会館 児童に健全な遊びを与えて、その健康を

増進し、情操を豊かにするため、常設の

「遊び、体験、交流の場」を提供すると

ともに、クラブ活動や、季節のイベント

など、さまざまな催しものを実施 

・延べ利用者数 60,834人 

特別支援学校放課後

等支援事業 

（施策９再掲） 

市立特別支援学校に通学する障がい児に

放課後などの活動の場を提供するととも

に、保護者の就労やレスパイトの時間を

確保するため、放課後などの支援事業を

実施 

・実施箇所  ７か所 

・延べ利用者 6,740人 

公園再整備事業 都市公園などの再整備において、見通し

の確保などにより子どもが安心して遊べ

る空間づくりや親も安心してそれを見守

り快適に時間を過ごすことができる公園

内の居場所の確保、子どもが多様な遊び

ができる場づくりを推進 

・再整備 21公園 

身近な公園整備事業 地域住民からより愛着を持って親しまれ

る公園を目指して、ワークショップなど

住民参加型の手法を用いて身近な公園の

整備を進めるとともに、多様な公園ニー

ズへの対応を促進 

・整備 ２公園 

ミニふくおか 子どもが、仮想のまち「ミニふくおか」

をつくり、仕事や遊びを通してまちの仕

組みを体験することにより、子どもの主

体性を育むとともに、福岡市のまちづく

りへの参画意識を醸成する契機とする 

新型コロナウイルス感染症の影響により、当日イベ

ントの開催を中止。代替としてオンラインイベント

の実施や、応募した作品等で作った模型のまちを展

示 

・参加者数 

子ども実行委員 38人 

サポーター   41名 

オンライン     243人（別途視聴者744人） 

地域子ども育成事業 地域の子どもを育む力の回復を目指し

て、地域で子どもを育む活動の活性化に

取り組み、子どもたちを健やかに育む環

境づくりを推進 

・研修講師派遣事業      23件 

・遊びの達人派遣事業     29件 

・子どもの夢応援事業     14団体 

・思いやりの心推進モデル地区 15校区 

アジア太平洋こども

会議・イン福岡 

アジア太平洋諸国地域の相互理解の促

進、国際感覚あふれる青少年の育成を図

る目的で、NPO法人アジア太平洋こども会

議・イン福岡が実施するアジア太平洋諸

国地域の子どもたちの招へい事業等を支

援 

BRIDGE Virtual Summer Camp（バーチャル事業） 

20か国・地域、こども大使138名参加 

子ども文化芸術魅力

発見事業 

子どもたちが文化芸術を鑑賞・体験でき

る機会の創出を目的に、音楽・ダンス・

日本伝統文化・国際文化などのワークシ

ョップを、小学校などで実施 

・小学校へのアーティスト派遣 

合計 延べ53校（5,051人参加） 

・公募型ワークショップ参加者 207人 

スクールツアー 美術館と学校が連携し、児童生徒と美術

のよりよい出会いの場を提供する教育普

及活動。児童生徒が、より興味・関心を

持って美術作品と接し、深く理解できる

ようにボランティアによるコレクション

展示作品の対話型鑑賞ツアーを実施 

11月までは、スクールツアーの代替として、学校団

体来館時には、ワークシートの配布や展示室に入る

前に学芸員によるレクチャーを実施。新型コロナウ

イルス感染症の感染状況が収まってきた 11 月以降

は小団体に限りスクールツアーを実施。かつ、12

月以降はスクールツアーを再開。ただし、学校団体

の要望により、レクチャー・ワークシートも並行し

て実施 

・レクチャー   ３校   129人  

・ワークシート  ３校６回 564人  

・スクールツアー １校２回 165人 
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夏休みこども美術館 展覧会・ワークショップ・ギャラリート

ーク、本などによる芸術の知識と、子ど

もたちが自らの興味で選択できるよう、

さまざま「入口」を設け、楽しみながら

美術を体験できる機会を提供 

・展示観覧者（こども） 334人 

※新型コロナウイルス感染症の影響により会期途

中で終了 

・ワークショップ「これなあに？推理してつくって

みよう！」 

実施回数 ２回（うちオンライン１回） 

参加者  42人 

・ギャラリートーク「オンラインでみる謎がいっぱ

い、古い美術」 

実施回数 ６回 

参加者  20人 

ファミリーDAY 未就学児童から小学生くらいまでの子ど

もとその保護者を対象に、美術館内各所

でさまざまなワークショップを実施。家

族で美術を楽しみながら体験できる機会

を提供。美術を通して家族同士の楽しみ

の共有や対話を促進 

11月３日～７日 

参加者        956人 

オンラインでの参加者 14人 

動画視聴       409回 

どこでも美術館 

 

市内小中学校に鑑賞教材（所蔵作品のレ

プリカや実物作品）の貸し出しを行った

り、美術館に来にくいあるいは来られな

い離島の小中学校や特別支援学校にアウ

トリーチなどを行い、子ども達の作品鑑

賞の機会を提供 

・教材貸し出し ６校７回 407人 

・アウトリーチ １校２回 120人 

・アウトリーチ（オンライン）１校１回 10人 

みんなのミュージア

ム 

子どもを中心としてその保護者なども対

象に、講話、展示室見学、体験学習など

を通して、郷土の歴史と文化に対する理

解を促進 

対象：主に小学生とその保護者 

（夏休み期間中 チャレンジ考古学） 

・８月４日  参加人員 108名 

・８月５日  参加人員 109名 

（金印を使った封泥体験） 

・12月19日 参加人員 47名 

・３月27日  参加人員 70名 

 

 実施回数 ４回  参加人員合計  334名 

福岡市科学館 子どもの健やかな育ちや学びを促すこと

を基本に、科学の原理や最新の科学技術

に親しみ、楽しく学べる参加体験型の科

学館を運営 

延べ利用者数      383,877人 

 うち 基本展示室   137,718人 

    ドームシアター 77,187人 

背振少年自然の家・

海の中道青少年海の

家 

野外活動を通じて自然の豊かさや大切さ

を学び、子どもたちの豊かな心と健康な

体を育むため、小・中学校自然教室など

の受け入れや、子どもまたは家族を対象

とした主催事業を実施 

・背振少年自然の家 

 延べ利用者数 11,220人 

・海の中道青少年海の家 

 延べ利用者数 19,481人 

海っ子山っ子スクー

ル 

海や山に囲まれ、自然に恵まれた環境の

中で、地域との交流を大切にし、自然を

生かした教育活動を行っている小規模の

小学校に通学することにより、豊かな人

間性を育み、自然を愛する心を培うこと

を目的に実施 

・11月中旬に対象校にて体験学校を実施 

・11月下旬に令和４年度からの転入学希望者を 

募集し、３人の転入学を認めた。 

（募集数２人 応募数４人） 

スポーツビュッフ

ェ・プロジェクト 

小学校の体育館や運動場などの身近な場

所で、子どもたちがスポーツと出会い、

スポーツを始めるきっかけとなる体験機

会を提供し、スポーツに親しむ子どもた

ちを増やしていくことを目的として実施 

新型コロナウイルス感染症の影響により実施見送

り 
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アビスパ少年少女サ

ッカー教室 

幼児や小・中学生を対象に、高い指導力

を有するプロの指導陣の高度な指導を身

近に受けられる環境を提供するため、ア

ビスパ福岡からコーチを派遣し、巡回型

サッカー教室を開催 

・市内各所で91回実施 

参加者 合計4,792人 

アビスパ福岡心の教

育プロジェクト事業 

アビスパ福岡のコーチまたは選手を小学

校に派遣し、人格形成において重要な時

期である小学校高学年児童に対して、夢

に向かって目的と手段をあわせて考える

ことの大切さや、フェアプレー精神など

の理解を促すことにより、健全育成を推

進 

・希望があった市内の小学校を対象として、 

14のクラスで事業を実施 

参加者 合計411人 

親子サッカー教室 子どもたちに、ボール遊びやゲームを中

心とし、外で体を動かすことの楽しさを

伝えるため、アビスパ福岡から選手・コ

ーチを派遣し、サッカー教室を実施 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため

実施見送り 

子ども読書活動の推

進 

子どもと本をつなぐ環境づくりを推進す

るため、ポスターやホームページなどで

の「共読」や「子どもと本の日」の啓発、

また、子ども読書フォーラムなどのイベ

ントを通して、子どもの読書活動に関す

る理解と関心を高める活動を実施 

・63公民館のスタンバード文庫に計139冊の絵本を

配本（補充） 

・スタンバード文庫読み聞かせ講座 

（25回 参加者346人） 

・小・中の新入生向けおすすめ本リストの作成・配

布 

・「子どもと本の日」通信の発行（毎月）、共読周知

のポスター配布（1回） 

・「司書が選ぶ１００冊の絵本」の発行 

・情報誌「青い鳥だより 臨時号」の発行 

こども図書館 子どもが読書の楽しみを発見し、読書に

親しむことができるように、図書等の収

集・提供を行い、子どもと本をつなぐ機

会や情報提供の充実を図る 

・図書等の収集・提供 

児童図書   107,151冊 

児童研究資料 30,841冊（世界の絵本6,676冊） 

・子どもと本をつなぐ機会 

おはなし会の実施 ３回 49名参加 

・情報提供 

読書に関するレファレンス 6,248件 

・こどもとしょかんニュース 

年６回 各1,600部発行 

・「モデル児童図書」(おすすめの本)のコーナー設

置とリストの配付 

・「こども図書館講座」として動画配信 

公民館などで行う子

ども向け事業 

子どもの健全育成に向けて、地域諸団体

やボランティア、公民館サークルなどと

連携し、体験活動などの地域ぐるみの活

動を実施 

・実施館数     140館 

・実施回数   1,266回 

・参加延べ人数 31,299人 

小学校等での動物愛

護事業 

動物愛護管理センター職員が小学校等に

出向き、命を大切にする心、ペットの飼

い主の責任についての講座を実施 

・実施回数 ５回 

・施設数  ４か所 

・参加者数 375人 

こども水たんけん隊 水源地域・流域を訪ね、自然の中での体

験を通して水源かん養林の働きや水の大

切さを学ぶとともに、森林を守っている

地元の人たちとふれあう交流事業を実施 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため

実施見送り 

親子水道施設見学会 浄水場の取組（水の安全管理や環境への

配慮策など）やダムの役割をＰＲし、子

どもに「水の大切さ」を感じてもらい、

保護者には市の水事情や水道事情への理

解促進を図る 

新型コロナウイルス感染症の影響により実施見送

り 

代替として、水道事業の紹介動画や VR ダム見学を

ホームページで公開 
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フクちゃんのこども

水道教室 

水の大切さ、水道水の安全性やおいしさ

を知り、水道に対する理解を深めるため、

小学校に出向いて水道に関する説明を行

う出前講座を実施 

当初は各教室での対面授業を予定していたが、新型

コロナウイルス感染症の感染状況拡大の影響によ

り、学校内の会議室と各教室を結んだ遠隔授業、も

しくは制作した動画視聴による授業に形態を変更

して実施 

（校内遠隔27校2,853人 動画視聴30校2,773人） 

環境わくわく出前授

業 

環境の保全及び創造に向けた取組みを広

げていくため、学校等へ「環境教育・学

習人材リスト」登録者を講師として派遣

し、環境学習を支援・推進する「講師派

遣事業」を実施。また、日常的な教育に

環境の視点を取り入れるため、教員等の

指導者を対象とした「指導者向け講座」

を実施 

・講師派遣事業  実施校数 17校 

・指導者向け講座 実施回数 12回 

ＰＴＡの活動支援 家庭と学校と地域を結ぶ存在として、 

ＰＴＡの自主的な会員相互の学習や活動

を支援するため、研修会や研究集会を 

開催 

ＰＴＡ指導者研修 

・研修講座（全市一斉）１回 1,407人視聴 

・研究集会（区で実施）３回 145人参加 

・単位ＰＴＡ人権教育研修 114回 13,923人参加 

・指導資料「歩みつづけるＰＴＡ」 

作成・配布  750部 

・リーフレット「わたしたちのＰＴＡ」 

作成・配布 15,500部 

子ども会育成連合会

の支援 

子ども会活動の振興を図るため、市及び

区子ども会育成連合会の行う事業（体育、

文化、ジュニアリーダー育成）に対して

助成を実施 

・市及び区子ども会育成連合会に対し、補助金の交

付や活動の側面的支援などを実施 

子ども会などの活動

支援（ジュニアリー

ダーの育成） 

子どもの活動などを支援する中学・高校

生のジュニアリーダーを育成するため、

市子ども会育成連合会と共催で研修を実

施 

・研修回数 年１回 

・参加者数 12人 

小学生夏休みプール

開放事業 

夏休み期間中における小学生の健康・体

力の増進と健全育成を図るため、子ども

たちが市民プールや民間スイミングクラ

ブ等のプールを無料で利用できる事業を

実施 

新型コロナウイルス感染症の影響により実施見送

り 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標2 子ども・若者の自立と社会参加 

施策7 青少年の健全育成と自己形成支援 

施策の概要 

◆子ども・若者が、多様な経験を通して豊かな人間性を育み、自立した大人へと成長していけるよう、

子ども・若者の自己形成や社会的自立に向けた取組みを推進します。 

◆非行や被害を防止し、青少年が深刻な状況に陥ることがないよう、インターネットやＳＮＳ 等の適

切な使用に関する啓発を行うとともに、家庭や学校、地域と連携し、非行防止活動や有害環境への対

応、思春期の保健・健康教育などに取り組みます。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・子ども・若者の自己形成や社会的自立に向けた取組みとして、家庭教育の支援や家庭教育学級の実施、小中学生向

け出前授業等を実施した。 

・家庭、学校、地域、関係機関等と連携し、非行防止活動や健全育成事業を推進した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、イベント等事業内容を見直しオンラインで実施するなど、感染対策を

十分行いながら、継続して青少年の健全育成に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

家庭教育支援事

業 

子どもの基本的生活習慣の定着や規範意識

の向上を図るため、学校やＰＴＡと連携し、

家庭教育の重要性について理解を深める講

演会や学習会などの家庭教育支援事業を実

施 

・生活習慣定着の家庭向け学習会 

・入学説明会等学習会への講師派遣（新型コロナウ

イルス感染症の影響により予定していた７校で

派遣中止） 

・家庭教育支援パンフレット活用研修会 

１回 213人参加 

・ＰＴＡとの連携事業 

早寝･早起き朝ごはん啓発講演会１回、1,499回視

聴 

・家庭教育支援講座 全５講座 

 オンライン開催等 ３講座 65人参加 

 オンデマンド配信 ２講座 1,329回視聴 

公民館などにお

ける家庭教育の

機会の提供 

子どもたちの基本的な生活習慣や生活能

力、自制心、自立心、豊かな情操、他人に

対する思いやりなどを育むために、主とし

て、児童・生徒の保護者を対象とした学習

機会を提供する家庭教育学級や乳幼児の健

やかな成長を育むため、育児サークル等と

連携し、育児に関する学習機会及び孤立し

がちな乳幼児と親の交流の場を提供する乳

幼児ふれあい学級を実施 

・家庭教育学級 

実施館数   37館 

実施回数     160回 

参加延べ人数 2,389人 

・乳幼児ふれあい学級 

実施館数     123館 

実施回数     902回 

参加延べ人数 20,334人 

職場体験学習事

業 

生徒が「生きる力」を身につけ、さまざま

な問題に柔軟かつたくましく対応し、社会

人・職業人として自立していくことができ

るよう、職場体験やさまざまな世代との交

流を通じて、子どもの勤労観・職業観を育

成 

新型コロナウイルス感染症の影響により中止 
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アントレプレナー

シップ教育～ふく

おか立志応援プロ

ジェクト～ 

全小・中学校に「立志」「チャレンジマイ

ンド」に係る書籍を整備するとともに、

起業家を中心とした地域人材の活用によ

り、子どもたちが将来に目標や夢を持て

るよう、チャレンジマインドを育成 

チャレンジマインド育成事業 

【小学校】 

・小学校７校において「夢の課外授業」を実施 

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のた

め３校中止 

・小学校75校においてＣＡＰＳ実施 

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のた

め69校中止 

【中学校】 

・起業家の講話動画を活用した「未来を切り拓く

ワークショップ」を68校で実施 

ふくおか立志応援文庫 

全小中学校の学校図書館に「立志」や「チャレン

ジマインド」に関する書籍資料を配備し、コーナ

ーを設置 

ものづくり体験 

 

小学生を対象に、技能職者によるものづ

くり体験講座を実施 

・小学生ものづくり体験講座 

３校実施 参加講師43名 11講座（７職種） 

 児童286名 

・子どものものづくり体験 

 元となるイベント（県主催団体による「おしごと

フェスタｉｎ福岡」）の中止に伴い、中止 

中学生向け出前セ

ミナー 

中学生を対象に、性別にとらわれないキ

ャリア形成への意識を高めるセミナーを

実施 

実施校 市立中学校30校 

・セミナーの内容 

 男女共同参画についての基礎的説明 

 外部講師による講話 

ミニふくおか 

（施策６再掲） 

子どもが、仮想のまち「ミニふくおか」

をつくり、仕事や遊びを通してまちの仕

組みを体験することにより、子どもの主

体性を育むとともに、福岡市のまちづく

りへの参画意識を醸成する契機とする 

新型コロナウイルス感染症の影響により、当日イベ

ントの開催を中止。代替としてオンラインイベント

の実施や、応募した作品等で作った模型のまちを展

示。 

・参加者数 

 子ども実行委員 38人 

サポーター   41名 

オンライン   243人（別途視聴者744人） 

インターネット・携

帯電話を介した児

童生徒の被害防止

取組み推進事業 

携帯電話などを介した児童生徒の被害を

未然に防止するため、情報や機器の正し

い利用や危険性の指導・啓発を実施 

通信会社やネットパトロールの委託会社と連携し 

出前授業を実施 

・通信会社によるケータイ教室実施の小中学校 

小学校43校 中学校15校 

・保護者を対象とした通信会社のケータイ教室実施

の小中学校 

小学校６校 中学校４校 

・ネットパトロール委託業者の講演実施の小中学校 

小学校６校 中学校６校 

メディアリテラシ

ーの育成 

学校において、幼少期からの過度なメデ

ィア接触や、インターネットに関連した

子どもたちの事件・事故などへ対応する

ため、通信会社や関係機関と連携し、発

達段階に応じて様々な情報への関わり方

の指導を行うことで、各種メディアに対

する正しい向き合い方や活用能力の向上

を図る 

・情報モラル等の学習 

道徳、学級活動、総合的な学習の時間、学校行事

等で「ネットによる誹謗中傷・いじめ等防止」「Ｓ

ＮＳの利用」「個人情報の取扱い」「肖像権」の学

習を全小中学校で実施 

区青少年育成推進

事業 

区において、地域・学校・関係機関と連

携しながら、健全育成・非行防止・啓発

活動など、地域に根ざした各種青少年育

成事業を推進 

・少年愛護パトロール員等 884人 

・青少年を見守る店      660店舗を指定 

・地域と青少年のつどい 

・中学校区を単位とした非行防止・健全育成活動へ

の助成 

  

資料1-3　（19）



遊び・非行型の不登

校児童の居場所づ

くり事業 

（施策８再掲） 

学校復帰を目的として、“遊び・非行型”

の不登校児童生徒の居場所をつくり、退

職教員などによる学習指導などの立ち直

りの支援を実施 

・小学校１校１名の児童、中学校１校２名の生徒に

立ち直り支援を実施し、指導員２人を派遣 

学校等における食

育の推進 

健全な食習慣を身に付けさせるため、学

級担任等と栄養教諭が連携した食に関す

る指導を推進。給食献立を活用した授業

や給食時間の食に関する指導を実施 

・小学校    144校 

・中学校    69校 

・特別支援学校 ７校 

ティーンエイジャ

ー教室 

小・中学生、高校生などに対して将来親

となるために必要な保健知識の学習機会

を提供することで母性・父性の健全育成

を図る 

新型コロナウイルス感染症感染拡大のため中止 

薬物乱用防止啓発

事業 

若年層の薬物乱用問題に対する認識を高

めるため、「薬物乱用防止啓発イベント」

や「薬物乱用防止街頭キャンペーン」を

実施 

・NO DRUG, KNOW DRUGキャンペーン 

 （期間 ７/１～８/31） 

大型ビジョンで薬物乱用防止啓発動画放送 

YouTubeによるオンラインイベントの実施 

ポスター掲示 

・薬物乱用防止リーフレット配布 

市内大学等へ6,620部配布 

・学内ＬＡＮによる大学生への薬物乱用防止啓発メ

ールの配信 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標2 子ども・若者の自立と社会参加 

施策8 若者等の相談支援と居場所の充実 

施策の概要 

◆登校支援が必要な児童生徒に関しては、学校内での連携を図って教育・心理・福祉の面から子どもと

家庭を支援するとともに、適応指導教室、ＮＰＯなどとの連携を通して、安心して学校へ復帰するこ

とや社会的な自立を支援します。 

◆ひきこもりや無業の状態にあるなど社会生活を営む上で困難を有する若者や家族について、学校等の

関係機関と連携して早期に把握し、ニーズに応じた適切な支援機関や団体につなぐための相談機関の

設置を検討するとともに、年齢階層で途切れることなく複合的な困難にも対応するため、「縦と横の

ネットワーク」による連携体制を強化します。 

◆これらの機能や連携体制のもと、不登校などの経験やいじめの被害体験、家庭内での暴力･虐待等の

逆境体験、発達障がいなどを有する中高生や若者に対し、中学卒業や高校中退･卒業後も切れ目なく、

社会参加や自立の支援に取り組みます。 

◆登校支援が必要な状況にある中高生、ひきこもりや無業の状態にある若者などの多様なニーズに合っ

た情報の提供、居場所や活動の場の提供、それらを行う民間活動への助言や支援を行います。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・登校支援が必要な児童生徒に対応する教育相談コーディネーターを全中学校区に配置し、学校全体で支援に取り組

んだ。 

・思春期特有の不安や悩みに対応するため、こども総合相談センターによる相談支援やスクールカウンセラー、スク

ールソーシャルワーカーの配置を実施した。 

・非行･ひきこもりなどの困難を有する子ども･若者の支援を行うため、立ち直りのための子ども・若者活躍の場プロ

ジェクトやひきこもり地域支援センターによる相談対応及び思春期訪問相談員の派遣による支援を実施した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染対策を十分行いながら、来所相談や電話相談等、継続して子ども

や保護者の支援に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

子ども・若者支援地

域協議会 

各機関が行う支援を適切に組み合わせ

ることで、子ども・若者に対する支援が

効果的かつ円滑に実施されるよう、関係

機関等で構成する協議会を設置（令和４

年４月に設置） 

・５月27日 第１回庁内検討会開催 

・７月29日 第１回準備会開催（庁内外関係機関） 

・８月30日 第２回庁内検討会開催 

中学校１年生におけ

る少人数学級の実施 

個に応じたきめ細かな指導により、確か

な学力の向上、「中１ギャップ」への対

応、不登校の予防などを図るため、１学

級３５人以下の少人数学級を実施 

・小中学校全学年で35人以下学級を暫定実施 

登校支援が必要な児

童生徒に対応する教

員の配置 

登校支援が必要な児童生徒に適切な指

導・支援、校内適応指導教室の運営のほ

か、学校におけるコーディネーターの役

割を担うなど、登校支援が必要な児童生

徒に対応する教員（教育相談コーディネ

ーター）を全中学校区に配置 

・全中学校区に、登校支援が必要な児童生徒に対応

する教員（教育相談コーディネーター）を配置し、

この教員が中心となって、学校全体で組織的に登

校支援を行っている 

スクールソーシャル

ワーカー活用事業 

教育と福祉の両面から、課題を抱える児

童生徒の家庭や学校に働きかけ、こども

総合相談センターなどの関係機関と連

携して、児童生徒の課題の改善を図る 

・配置人数 71人（正規職員の拠点校スクールソー

シャルワーカー７名含む） 

・相談件数   4,066件 

・介入件数   1,058件 

・終結件数   724件 

・派遣相談件数 0件 
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スクールカウンセラ

ー等活用事業 

子どもが抱える課題の早期発見・早期

対応を図り、課題の深刻化を防止する

ため、「心理の専門家」であるスクー

ルカウンセラーを市立の小中学校・高

等学校・特別支援学校へ配置し、教育

相談体制を強化 

小呂・玄界小中学校には心の教室相談

員も配置 

・配置校 225校 

・相談件数 41,781件  

（相談内容 不登校 10,475件 学校生活6,097件 

 家庭・家族問題3,997件 その他 21,212件） 

・１校当たりの相談件数  186件 

・面接の効果が表れた割合 33.0％ 

・小呂・玄界小中学校には、心の教室相談員も配置 

教育相談機能の充実 不登校をはじめとする子どもの課題

を改善するために、教育カウンセラー

による電話・面接相談を実施 

・一般相談件数 4,455件 

 教師相談件数 5,259件 

 合 計     9,714件 

・教育カウンセラー１人あたりの 

相談件数     1,214件 

適応指導教室の運営 心理的、情緒的理由により登校できな

い状態にある児童生徒に、個別面接や

集団生活への支援を組織的・計画的に

行うことにより、早期の学校復帰や社

会的自立を支援 

・入級生 59人 

（はまかぜ31人 まつ風17人 すまいる11人） 

・学校復帰者 18人 

・学校復帰率 30.5％ 

大学生相談員派遣事

業 

ひきこもり、または、ひきこもりがち

な児童生徒に、話し相手や遊び相手と

して大学生相談員を派遣し、学校復帰

や社会的自立を支援 

・派遣件数 10件 

思春期集団支援事業 思春期後半の心のケアを必要とする

ひきこもり気味の子どもたちが安心

して過ごせる場を提供し、ひきこもり

の改善を図る 

・思春期集団支援事業（ピースフル） 

 126回開催 参加者数延べ540人 平均4.3人利用 

・ひきこもり等に関する相談件数54人、延べ433回 

思春期ひきこもり等

相談事業 

思春期後半のひきこもり等の状態に

ある子どもとその家庭に対し、総合的

な援助を行うことにより、子どもの自

主性及び社会性の伸長、意欲の回復、

家庭における養育機能の強化を図る 

・思春期訪問相談員の派遣回数 延べ14回 

・保護者交流会参加者数 延べ47人 

・ひきこもり講演会参加者数 43人 

ひきこもり地域支援

センターの運営（地

域思春期相談事業） 

大学との連携により思春期ひきこも

り地域支援センター「ワンド」におい

て、ひきこもり状態にある思春期後半

の人を対象に、居場所による集団支援

等、本人・家族への相談・支援を実施 

・居場所活動 

 140回開催 498人 平均3.6人利用 

（うちオンライン 18回、28人） 

・保護者会 実施回数13回、参加者数126人 

・相談件数 延べ555人 

・アウトリーチ活動 86回 

成人期ひきこもり地

域支援センター事業 

成人期ひきこもり者の支援を充実す

るため、支援の核となる「よかよかル

ーム」において、相談支援体制を確保

するとともに、ひきこもり本人の自立

の相談・支援を実施（おおむね２０歳

以上を対象） 

・相談事業 総計1,828件   

  電話相談 864件  来所相談 814件 

  訪問相談 140件  その他の相談  10件 

・グループ支援 実施回数54回 

 参加者延べ人数160人 

・ブログやＨＰによる情報発信 

・ネットワーク会議 開催回数２回 

遊び・非行型の不登

校児童の居場所づく

り事業 

学校復帰を目的として、“遊び・非行

型”の不登校児童生徒の居場所をつく

り、退職教員などによる学習指導など

の立ち直りの支援を実施 

・小学校１校１名の児童、中学校１校２名の生徒に立

ち直り支援を実施し、指導員２人を派遣している。 

中高生や若者の社会

参加につながる居場

所づくり・民間活動

に対する助成 

中高生を中心とした若者が気軽に立

ち寄り、自由に過ごすことができる居

場所の提供や若者の居場所を運営す

る団体への支援を行い、若者の自律心

や社会性の醸成と健全育成を推進 

・令和３年度補助金交付団体 ３団体 

・累計 14団体 
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ＮＰＯとの共働に

よる不登校児童生

徒の保護者支援事

業（不登校よりそい

ネット） 

教育委員会とＮＰＯとの共働による

保護者支援事業「不登校よりそいネッ

ト」において、子どもの不登校に悩む

保護者などからの問い合わせに対応

する「不登校ほっとライン」や、不登

校セミナー等の事業を実施 

・不登校ほっとライン（問い合わせ窓口）開設・運営

（問い合わせ 計139件） 

・保護者が悩みや不安を語る場「不登校の悩み語り合

いませんか」開催（12回 計110人参加） 

・不登校セミナー（５回 計294人参加） 

・学校保護者の会開催支援（９回 計108人参加） 

発達障がい者支援

センター 

（施策4再掲） 

発達障がい児（者）及びその家族に対

し、乳幼児期から成人期まで一貫した

支援を実施するため、その中核となる

「発達障がい者支援センター」におい

て、関係機関との連携を強化 

発達障がい者支援センター運営 

・相談者数  1,086人 

・相談件数  延べ3,319件 

 相談支援  3,109件 

 発達支援  41件 

 就労支援  169件 

・研修参加者 2,381人 

子ども・若者活躍の

場プロジェクト 

非行・ひきこもりなど、困難を有する

若者とともに行う農業体験などを通

して、立ち直りや就労等に向けた第一

歩を踏み出す機会を創出 

・農業体験を通して、ひきこもりなどの困難を抱える

子ども・若者の立ち直り等を支援・農作物の販売会

や交流会等を実施 

・支援団体 ６団体 

就労相談窓口事業 各区に設置している「就労相談窓口」

において15歳以上の求職者を対象に、

個別相談を行うほか、セミナーや求人

企業の紹介等を行い就職を支援 

また、就労への一歩を踏み出せない49

歳以下の方やその保護者等を対象に、

臨床心理士がカウンセリングを実施

し、就職による経済的自立を支援 

・相談件数 2,616件 

・就職件数 358件 

障がい者就労支援

センター 

就職を希望する障がい者に対する個

別支援の他、企業に対する啓発活動、

就労移行支援事業所等への技術的支

援などを実施 

障がい者就労支援センター運営 

・相談件数 7,076件 

・企業セミナー参加企業数 298社 

・事業所等への技術的支援 33事業所 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標2 子ども・若者の自立と社会参加 

施策9 障がい児の支援（学童期以降） 

施策の概要 

◆学校において合理的配慮の提供に努めるとともに、保護者と連携し、十分な情報共有のもと、一人ひ

とりの教育的ニーズに応じた特別支援教育に取り組みます。 

◆関係部局や障がい福祉サービス事業所等が連携し、障がいのある子どもの福祉の向上や自立に向けた

訓練等に関する相談や利用支援を行うとともに、放課後や休日の支援ニーズに対応できるよう、放課

後等における支援の充実や質の向上を図ります。 

◆障がいのある子どもの社会的自立や就労に向けた相談や支援をおこなうとともに、地域交流の支援、

理解の促進などに取り組み、共生社会の実現に努めます。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・特別支援教育や通級指導教室により、一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育に取り組んだ。 

・発達障がい者支援センターを中心に、乳幼児期から成人期までの一貫した支援を実施するとともに、放課後等デイ

サービスの充実に取り組んだ。 

・関係団体等と連携して、障がいのある生徒の自立と社会参加を進め、企業への就労を促進した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染対策を十分行いながら、障がいのある子どもの福祉の向上や放課

後等における支援の充実に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

特別支援学級 小・中学校において、知的障がい、自閉

症、情緒障がい、肢体不自由、聴覚障が

い、視覚障がい、病弱等、障がいのある

児童生徒の学びの場を、児童生徒の実態

や学校の状況等踏まえ、適切に設置 

知的障がい（小学校140校 中学校66校） 

自閉症・情緒障がい（小学校13校 中学校８校） 

肢体不自由（小学校４校 中学校４校） 

※うち、中学校１校休級 

難聴（小学校２校 中学校１校） 

弱視（小学校１校 中学校０校） 

病弱（小学校５校 中学校５校） 

通級指導教室 通常の学級に在籍する聴覚障がい、言語

障がい、自閉症又はそれに類する障がい

のある児童生徒の学びの場の設置 

情緒障がい（小学校４校 中学校２校） 

難聴（小学校２校） 

言語（小学校３校） 

LD・ADHD（小学校15校 中学校４校） 

ふくせき制度（交流

及び共同学習） 

特別支援学校に在籍する児童生徒と居

住する地域とのつながりを深めるため、

居住する地域の小・中学校に副次的に籍

を置き、交流を実施 

ふくせき制度に基づく入学式紹介者 

・小学部  39人 

・中学部  22人 

居住地校交流を行っている児童生徒 

・小学部  142人 

・中学部  24人 

発達障がい者支援セ

ンター 

（施策４再掲） 

発達障がい児（者）及びその家族に対し、

乳幼児期から成人期まで一貫した支援

を実施するため、その中核となる「発達

障がい者支援センター」において、関係

機関との連携を強化 

発達障がい者支援センター運営 

・相談者数   1,086人 

・相談件数  延べ3,319件 

相談支援  3,109件 

発達支援  41件 

就労支援  169件 

・研修参加者 2,381人 

放課後等デイサービ

ス 

就学している障がい児に対して、放課後

や長期休暇において、生活能力向上のた

めの訓練などを継続的に提供すること

により、学校教育と相まって障がい児の

自立を促進するとともに、放課後などの

居場所づくりを推進 

・事業所数  265か所 

・延べ利用者 42,154人 
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特別支援学校放課後

等支援事業 

市立特別支援学校に通学する障がい児

に放課後などの活動の場を提供すると

ともに、保護者の就労やレスパイトの時

間を確保するため、放課後などの支援事

業を実施 

・実施箇所  ７か所 

・延べ利用者 6,740人 

特別支援学校卒業生

の就労促進 

生徒の自立と社会参加を進めるため、学

校、企業関係者、行政、学識経験者、保

護者などで構成する特別支援学校高等

部就労促進ネットワーク（夢ふくおかネ

ットワーク）において、関係団体・機関

などとの連携を図り、企業などへの就労

を促進 

・「夢ふくおかネットワーク」の登録企業・事業所

（配信企業を含む） 549社 

・特別支援学校職業技能指導者派遣事業６校で実施 

・就労者数 49名 就労率 31.4％ 

・庁内インターンシップ 11件 

発達教育センターに

よる相談・支援 

児童生徒の障がいの状態及び適正等を

的確に把握し、学校教育などについて保

護者や教職員などを対象に教育相談を

実施。また、障がいのある児童生徒の就

学について専門的な立場から就学相談

を実施 

・教育相談 1,250件 

・就学相談 2,199件 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標3 さまざまな環境で育つ子どもの健やかな成長 

施策10 子ども家庭支援体制の充実 

施策の概要 

◆子どもに関する様々な相談について、子どもや家族が適切な機関で、必要な支援を受けられるよう、

相談支援体制を充実させるとともに、電話による相談や通告の内容を一本化し、それぞれに対応した

機関等に引き継ぐ、一元的な電話相談･通告窓口の機能を整備します。 

◆各区役所を子ども家庭総合支援拠点として身近な場所での在宅支援体制を強化し、こども総合相談セ

ンター(児童相談所)と区役所の機能分化を推進することにより、児童虐待の発生･再発の予防などに

取り組みます。 

◆子ども家庭総合支援拠点においては、子どもプラザ（地域子育て支援拠点事業）などと連携し、子ど

もや家庭を支える地域づくりを推進します。 

◆子ども家庭支援センターの増設を検討するなど、専門的な通所相談機能を強化します。 

◆こども総合相談センター(児童相談所)の体制強化により、児童虐待や家庭内暴力、非行、親子関係の

深刻化などに関する専門的な介入･支援を充実させます。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・こども総合相談センターにおいて、児童虐待に関する相談･通告を含む相談件数の増加に対応できるよう体制を強化
し、専門的・総合的な相談・支援を行うとともに、より市民に身近な各区子育て支援課において、子育てに関する
相談や支援を引き続き実施した。 

・子ども家庭支援センターを増設し、増え続ける相談に対応するとともに、社会的養護に措置された子どもと保護者
の関係再構築に向けたプログラムを実施するなど、様々な支援を行った。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染対策を十分行いながら、リスクの早期発見や相談支援の体制強化
を行い、継続して子どもや保護者の支援に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

貧困の状況にある子

どもを支える地域ネ

ットワーク構築事業

（施策13再掲） 

貧困の状況にある子どもを支えるネッ

トワークを構築するため、子どもの食と

居場所づくりを行う民間団体の立上げ

支援、研修会、情報交換会等を実施 

・相談実績 578件 

・子ども食堂ネットワーク化 37団体 

・食材提供の仕組みづくりと運営 

 ２団体と連携し、市内５か所で実施 

・支援対象者（ＣＳＷ/ＳＳＷ）研修会、地域とＳ

ＳＷとの情報交換、子ども食堂実績報告会 

 延べ121人参加 

・子ども食堂開設希望者向け講習会 

 延べ70人参加 

区子育て支援推進事

業 

子育て不安の解消と虐待防止に向け、区

の子ども総合相談窓口である子育て支

援課において日常的に相談・支援を実施 

・区子育て支援課において、子育てに関する相談対

応を行うとともに、関係機関と連携しながら、地

域における子育て支援の充実に向けた取組みを実

施 

※実績値については、各区より回答（各事業の欄に

記載） 

家庭児童相談室 区役所（保健福祉センター）家庭児童相

談室において、母子・父子自立相談、婦

人相談、家庭・児童相談を実施 

・母子・父子自立相談 8,421件 

・婦人相談      6,921件 

・家庭・児童相談   31,162件 

要保護児童支援地域

協議会（要支協） 

（施策11再掲） 

医師、弁護士、警察、教育、保育などの

機関で構成する協議会において、要保護

児童等への支援を図るため、情報交換や

支援内容の協議、啓発・広報などを実施 

・代表者会議 

 要保護児童等に関する情報交換、連携 ８回 

・実務者会議 

 実務者による会議や研修会などを実施 265回 

・個別ケース検討会議 

 個別のケース支援について検討 311回 

子ども家庭支援セン

ター 

子どもに関する家庭からの相談対応や、

区からの求めに応じ、必要な援助などを

行うほか、児童相談所からの委託による

指導や里親・ファミリーホームなどへの

支援などを実施 

・施設数  ３か所 

・相談件数 6,492件 
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こども総合相談セン

ター 

０歳から 20 歳までの子どもや保護者

などを対象に、子どもに関する様々な

問題に対して、保健、福祉、教育の分

野からの総合的・専門的な相談・支援

を実施 

・電話相談件数 11,303件 

・面接相談件数 7,544件 

被害に遭った子ども

の支援 

事件、事故、自然災害などに子どもが

巻き込まれ、身体的、心理的、行動面

などに様々な反応を示すおそれが生

じたときに、子どもの心の支援を実施 

・電話相談件数  51件 

・面接相談件数  ― 件※統計なし 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標3 さまざまな環境で育つ子どもの健やかな成長 

施策11 児童虐待防止対策と在宅支援の強化 

施策の概要 

◆一人ひとりの子どもが、家庭において、安心して、心身ともに健やかに成長できるよう、妊娠期から

切れ目なく子育て家庭を支援するための在宅支援サービスを充実させます。 

◆区役所・要保護児童支援地域協議会を中心に、学校や医療機関などと連携し、虐待の未然防止から、

早期発見･早期対応、再発防止、被害を受けた子どもの回復と自立まで、切れ目のない取組みを社会

全体で推進します。 

◆体罰等によらない子育ての啓発や養育スキル獲得の支援などによる児童虐待の予防や再発防止に取

り組みます。 

 

１ 施策の進捗状況 順調 

・様々な課題を抱える特定妊婦等に対し、母子生活支援施設において、妊娠期から出産後の母子への継続的、総合的
な支援を実施するとともに、育児不安や育児疲れの軽減に有効なショートステイ事業の受け皿確保のため、ＮＰＯ
法人との協働による新たな里親型のショートステイ受入れ専用枠を設置した。 

・児童虐待の早期発見・早期対応のため、要保護児童支援地域協議会を中心に関係機関の連携強化に取り組むととも
に、子どもの安全確認のための子育て見守り訪問員の派遣等や養育状況の確認に加え、日常の育児・家事への支援
を実施した。また、ヤングケアラーの支援のため、相談窓口を設置し、コーディネーターによる相談支援を実施し
た。 

・子どもに関する市民団体や機関が参加する「福岡市子ども虐待防止活動推進委員会」による啓発活動、多様な手法
による児童虐待防止や児童相談所虐待対応ダイヤル「１８９」の啓発に取り組んだ。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染対策を十分行いながら、リスクの早期発見や相談支援の体制強化
を行い、継続して子どもや保護者の支援に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

妊婦健康検査 

（施策１再掲） 

妊婦及び胎児の健康管理の充実を図る

ため、委託医療機関にて健康診査を実施 

・妊婦健康診査受診者数 延べ159,868人 

乳幼児健康診査 

（施策１再掲） 

４か月児、１歳６か月児、３歳児を対象

に保健福祉センターで医師などによる

総合的健康診査、及びその結果に基づく

保健指導を実施。また、10 か月児を対

象に委託医療機関による健康診査を実

施し、乳幼児の健康管理の向上を図る 

・乳幼児健康診査受診者数 

  4か月児     12,406人 

  10か月児     11,933人 

  1歳6か月児 12,731人 

  3歳児       12,959人 

産婦健康診査 

（施策１再掲） 

産後間もない母親に対する健康診査を

実施し、関係機関と連携して母子への早

期支援を実施 

・産婦健康診査受診者数  延べ21,912人 

母子保健訪問指導

（施策１再掲） 

妊産婦・新生児・未熟児等に対して、母

子訪問指導員や校区担当保健師などに

よる訪問指導を実施 

・妊産婦    延べ9,963人 

・新生児(全戸) 訪問数9,136人 

・未熟児    延べ1,022人 

児童虐待防止事業 児童虐待の未然防止、早期発見・早期対

応、子どもや親のケアなどの再発防止な

どの取組を実施 

・こども総合相談センター（児童相談所）における

虐待相談対応件数 2,685件 

・弁護士資格を持つ職員による法的助言 

・弁護士への相談事業  47回 

・弁護士への家事事件審判手続き依頼 ８件 

・医学の専門家による助言、所見を求めた件数 

 16件 
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虐待防止等強化事業

（養育支援訪問事業

等） 

区保健福祉センター職員等を対象とし

た虐待対応の専門的な研修、区における

虐待防止の広報啓発、養育支援訪問事業

などを実施 

・区における虐待相談対応件数 1,082件 

・虐待相談対応研修への参加者 延べ547人 

・専門研修への派遣者 延べ５人 

・区子育て支援課職員へ助言を行うスーパーバイザ

ー派遣 ８回 

・養育支援訪問事業の実施 

 専門的相談支援 134家庭 延べ1,858回 

 育児・家事援助 54家庭・児童 延べ1,806回 

・区における虐待防止広報活動 

・児童相談システムを活用した情報共有 

産前・産後母子支援

事業 

様々な課題を抱える特定妊婦等に対し、

母子生活支援施設において、妊娠期から

出産後の母子への継続的、総合的な支援

を実施 

・施設数  １か所 

・相談件数 430件 

・居住支援（生活支援）世帯数 ６世帯 

ＮＰＯとの共働によ

る子どもショートス

テイ専用枠の設置 

育児不安や育児疲れの軽減に有効なシ

ョートステイ事業の受け皿確保のため、

ＮＰＯ法人との協働による新たな里親

型のショートステイ受入れ専用枠を設

置 

・ショートステイ受入専用枠 1日最大８名受入 

・利用延人数 266人 

子どもショートステ

イ（子育て短期支援

事業） 

保護者が病気などで家庭での養育が一

時的に困難な子どもについて、児童養護

施設などで短期間の預かりを実施 

・実施施設 ６か所  

・利用人数  1,197人 

こんにちは赤ちゃん

訪問事業（施策３再

掲） 

民生委員・児童委員が、赤ちゃんの生ま

れた家庭を訪問し、地域の子育て支援の

情報提供などを実施 

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年

２月から訪問活動を休止中 

要保護児童支援地域

協議会（要支協） 

医師、弁護士、警察、教育、保育などの

機関で構成する協議会において、要保護

児童等への支援を図るため、情報交換や

支援内容の協議、啓発・広報などを実施 

・代表者会議 

 要保護児童等に関する情報交換、連携 ８回 

・実務者会議 

 実務者による会議や研修会などを実施 265回 

・個別ケース検討会議 

 個別のケース支援について検討 311回 

子ども虐待防止活動

推進委員会 

子どもに係る団体で構成する「子ども虐

待防止活動推進委員会」において、虐待

防止に向けた啓発などの活動を展開し、

福岡市全体で子どもを見守る取組を実

施 

・推進委員会の開催 １回 

（ワーキンググループ３回） 

・子ども虐待防止市民フォーラム・パネル展 

 ※令和３年度は、市民フォーラムに代えて、厚労

省主催、福岡市等共催による全国フォーラムに

おいてパネルディスカッションを実施 

・児童虐待対応研修 中止 

・児童虐待防止推進月間における啓発活動の実施 

・啓発カード「つながろうカード」の配布 

・FUKUOKA児童館フェスティバルへの協力 中止 

・参加団体による児童虐待防止推進月間の研修開催

等の取組み 

・児童虐待防止推進月間の広報啓発 

 福岡タワーライトアップ、地下鉄ホームドア広告

掲出等 

子育て見守り訪問員

派遣事業 

休日・夜間に「泣き声」通告や保護者か

らの緊急保護の要請があった場合に、

「子育て見守り訪問員」が家庭訪問を行

い、子どもの安全確認などを実施 

・該当世帯数  189件（特定不能件数を除く） 

・訪問延べ件数 277件 

・目視による確認割合 65.9% 

（特定不能件数を除く） 

・児童移送 １件 
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他機関連携強化事業 警察、検察と連携し、児童虐待への法的

対応を高めるため、職員の面接手法の取

得及びスキルアップを図る 

・ＲＩＦＣＲ研修（被害児童の発見者を対象とした

初期対応法）の実施 ３回 

 参加者（学校教職員、ＳＳＷ、こども総合相談セ

ンター職員等） 117人 

・ChildFirst司法面接研修（子どもの特性に配慮し

た被害事実確認面接）へのこども総合相談センタ

ー職員の派遣 ２人 

児童虐待防止医療ネ

ットワーク事業 

拠点病院において、地域の医療機関から

の相談への助言、教育研修、ネットワー

ク会議を実施し、市内の医療機関・関係

機関相互の連携・支援体制を強化 

・医療ネットワーク会議の開催 ３回 

・子ども虐待対応セミナーの開催 参加者142名 

・拠点病院への児童虐待に関する相談 190件 

ＤＶ相談・支援推進

事業 

配偶者暴力相談支援センターを中心に、

関係機関と連携したＤＶ被害者の支援

の実施及び連絡調整、相談員などの研

修、ＤＶ防止啓発などを実施 

・福岡市配偶者暴力相談支援センターの運営 

 電話相談 511件 ※うちＤＶ相談件数 389件 

 法律相談 43件 

・ＤＶ被害者親子等ケア事業（カウンセリング） 

９人 

・相談員等の専門研修への派遣 延べ207人 

・ＤＶ研修実施団体等への講師の派遣 

 10件、1，640人 

 （デートＤＶ予防教育講演会 高校３校を含む） 

・ＤＶ、デートＤＶ防止啓発リーフレット等配布 

 設置（配布）か所数 853か所  

・デートＤＶ防止啓発リーフレット、ポスターを 

 新たに作成し配布 設置（配布）か所数 

 850か所 

・民間団体への支援 １団体 

・児童虐待との連携強化研修の開催 １回 

・福岡市配偶者からの暴力防止対策連絡会の開催 

１回 

措置児童の家庭移行

支援事業 

（施策14再掲） 

措置児童が家庭復帰できるよう、保護者

に対して児童への接し方等の助言やカ

ウンセリングなどの親子支援を行い、ま

た、家庭復帰後も安定的な家族関係の調

整を実施 

・親子関係再構築プログラムの実施 ３ケース 

・訪問相談支援事業の実施 ５ケース 

ヤングケアラー相談

支援事業 
（令和３年度新規事業） 

ヤングケアラーへの支援のため、ヤング

ケアラー相談窓口を開設し、コーディネ

ーターがヤングケアラーや家族、支援機

関等からの相談に応じ、助言やその他必

要な支援を行うほか、関係機関との連絡

調整等を実施 

・コーディネーターによる相談支援 

相談対応延件数 80件（令和３年11月～） 

支援対象児童等見守

り強化事業 
（令和３年度新規事業） 

要保護児童支援地域協議会の支援対象

児童等として登録されている子ども等

の居宅を訪問するなどし、状況の把握や

食事の提供、生活指導支援等を通じた子

どもの見守りを実施 

・食事提供・生活指導等による見守りの実施 

支援対象世帯数 ６世帯（令和３年12月～） 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標3 さまざまな環境で育つ子どもの健やかな成長 

施策12 ひとり親家庭の支援 

施策の概要 

◆ひとり親家庭が安心して子育てを行うことができるよう、それぞれの家庭が抱える課題に関する相談

に対し、身近な場所で、きめ細かに対応するとともに、生活、学び、就業などを支援する様々な給付

制度やサービスの充実、利用促進に取り組みます。 

◆貧困の問題を抱える家庭も多いことから、教育や生活の支援、保護者の就業の支援、経済的支援など

について、関係機関と連携して取り組みます。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・ひとり親家庭の生活の安定と向上のため、ひとり親家庭支援センターでの就業相談や自立支援プログラム策定事業、
養育費確保支援事業を引き続き実施するとともに、ひとり親に対する高等職業訓練促進給付金の対象資格を拡大す
るなど、就業や自立に向けた支援に取り組んだ。 

・子育てにかかる経済的負担を軽減するため、児童扶養手当や未婚のひとり親に対する寡婦控除のみなし適用により、
子育てサービスの利用を支援した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染対策を十分行いながら、きめ細かにひとり親家庭支援センターに

おいてさまざまな相談に対応し、継続して支援の拡充に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

家庭児童相談室 

（施策10再掲） 

区役所（保健福祉センター）家庭児童相

談室において、母子・父子自立相談、婦

人相談、家庭・児童相談を実施 

・母子・父子自立相談 8,421件 

・婦人相談      6,921件 

・家庭・児童相談   31,162件 

ひとり親家庭支援セ

ンター（就業相談な

ど） 

ひとり親家庭支援センターにおいて各

種相談（生活、就業など）、法律相談（養

育費の取り決め、親権、金銭問題など）

を行うほか、就業に結びつく可能性の高

い技能・資格の取得に向けた就業支援講

習会、養育費セミナー自立支援プログラ

ムの策定などを実施 

・生活相談 1,235人 

・就業相談 2,517人 

・法律相談 356人 

・就業支援講習会受講者数   305人 

・自立支援プログラム策定件数 75件 

男女共同参画推進セ

ンターにおける相談 

各種相談（総合相談、アミカスＤＶダイ

ヤル、法律相談、男性相談）を実施 

・総合相談       3,216件 

・アミカスDVダイヤル 91件 

・法律相談       184件 

母子生活支援施設に

おける自立支援 

母子家庭などを入所させ保護するとと

もに、自立促進のためにその生活を支援

し、あわせて退所した者に対する相談、

援助を実施 

・入所世帯数  68世帯（令和４年３月１日現在） 

・入所者数   181人（令和４年３月１日現在） 

ひとり親家庭ガイド

ブック 

ひとり親家庭向けの施策をまとめたガ

イドブックを発行し、施策の周知を図る 

・8,000部発行 

ひとり親家庭等日常

生活支援事業 

母子家庭、父子家庭及び寡婦の修学など

の自立促進に必要な事由や疾病などの

事由により、一時的に生活援助、保育な

どのサービスが必要なとき、家庭生活支

援員を派遣して、必要な支援を実施 

・利用延人数 287人 

・利用実績  1,456時間 

子どもショートステ

イ（子育て短期支援

事業） 

（施策11再掲） 

保護者が病気などで家庭での養育が一

時的に困難な子どもについて、児童養護

施設などで短期間の預かりを実施 

・実施施設 ６か所  

・利用人数  1,197人 

子どもの食と居場所

づくり支援事業 

（施策13再掲） 

子どもたちへの温かい食事の提供に加

えて、調理や学習支援、昔遊びなどの居

場所づくり活動を行う NPO やボランテ

ィア団体等に対し、活動経費を一部助成 

・支援団体数 19団体 
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高等職業訓練促進資

金貸付事業 

高等職業訓練促進給付金を活用して就

職に有利な資格の取得を目指すひとり

親家庭の自立の促進を図るため、入学準

備金、就職準備金の貸付を実施 

・実施主体 市社会福祉協議会 

・貸付実績 

 入学準備金 21件 

  就職準備金 22件 

自立支援教育訓練給

付金事業 

ひとり親家庭の親が能力開発のために

教育訓練講座を受講し修了した場合に、

受講料の６割、最高20万円×上限４年

間までの給付金を支給 

・支給件数 15件 

・支給総額 978,355円 

ひとり親家庭高等職

業訓練促進給付金等

事業 

ひとり親家庭の親が看護師などの就職

に有利な資格を取得するため、養成機関

において１年以上修業している場合に、

４年間を上限に促進費を支給 

・支給件数 136件 

・支給総額 163,880,000円 

高等学校卒業程度認

定試験合格支援事業 

ひとり親家庭の親が高卒認定試験合格

のための講座を受講する費用の一部を

助成 

・支給件数 ２件 

・支給総額 141,600円 

児童扶養手当 ひとり親家庭などの生活安定と自立を

促進するため、18 歳に達する日以降の

最初の３月31 日まで（障がい児につい

ては20 歳未満）の子どもを監護してい

るひとり親家庭の父または母、もしくは

養育者に手当を支給 

・受給者数 13,298人 

 

市営住宅におけるひ

とり親家庭や子育て

世帯の優先入居 

（施策13再掲） 

市営住宅の定期募集（抽選方式）の申し

込みにあたり、ひとり親家庭や子育て世

帯に対する優遇制度を実施。また、ひと

り親家庭や子育て（乳幼児）世帯、多子

世帯を随時募集の申し込み要件のひと

つとしている 

定期募集（抽選方式）において、ひとり親世帯や子

育て世帯の優先入居を実施。 

・抽選優遇（一般世帯より抽選番号を多く割振り） 

 ひとり親世帯、子育て（乳幼児）世帯 

・別枠募集（一般世帯とは別に住戸を確保） 

 子育て（中学生以下）世帯 募集戸数309戸 

・入居時の収入基準を緩和 

随時募集 10件（ひとり親家庭等の要件に該当） 

母子父子寡婦福祉資

金貸付事業 

母子、父子、寡婦世帯の生活の安定と、

その扶養する子どもの福祉の増進を図

るため、原則、無利子で修学資金・就学

支度資金などの貸付を実施 

・貸付実績 369件 173,210,800円 

・償還実績  

収入済額   544,850,497円 

現年度償還率 87.3％ 

過年度償還率 7.2％ 

ひとり親家庭等医療

費助成 

ひとり親家庭の親と子ども、父母のない

子どもの経済的負担を軽減し、保健の向

上と福祉の増進を図るため、医療費を助

成（児童扶養手当に準拠した所得制限あ

り） 

子ども医療費の制度改正に伴い、令和３年７月から

小・中学生の自己負担上限額を一医療機関につき一

月あたり一律500円までに軽減 

・対象者数 27,290人 

・受診件数 200,493件 

・総医療費 4,391,574千円 

・助成額  939,093千円 

 １人あたり助成額 34,412円 

 １件あたり助成額 4,684円 

寡婦(夫)控除のみな

し適用 

婚姻歴のないひとり親に対し、保育料等

への寡婦（夫）控除のみなし適用を実施 

・保育所保育料 21人 

ひとり親養育費確保

支援事業 

ひとり親の養育費の取り決め内容の債

務名義化を支援し、養育費の継続した履

行確保を図るため、養育費の取り決めに

要する費用を補助（補助上限：5万円） 

・公正証書等作成支援事業 

支給件数116件 2,348,847円 

・養育費保証支援事業 

支給件数７件 339,000円 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標3 さまざまな環境で育つ子どもの健やかな成長 

施策13 子どもの貧困対策の推進 

施策の概要 

◆子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、すべての子ども

が心身ともに健やかに育成され、その教育の機会均等が保障され、子どもひとり一人が夢や希望を持

つことができるようにするため、子どもの貧困の解消に向けて、子どもの貧困対策を総合的に推進し

ます。 

◆教育の支援、生活の安定に資するための支援、保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための

就労の支援、経済的支援について、貧困の状況にある子どもと家庭に支援が着実に届くよう、国や県

などと連携しながら、子どもの貧困の改善に資する施策・事業に取り組みます。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・食事の提供と居場所づくり活動を行う民間団体に対する助成や立ち上げ・運営の支援を引き続き行った。 
・子どもの貧困の改善のため、区役所、社会福祉協議会の地域福祉ソーシャルワーカー、スクールソーシャルワーカ
ーを中心に、相談機関・地域・学校など関係部局が連携し、教育の支援、生活の支援、保護者に対する就労の支援、
経済的支援に取り組んだ。 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、生活自立支援センターにおいて新規相談や住居確保給付金の申請が急増

したが、相談者の状況に応じた包括的な支援を実施した。子ども食堂においては、席を離すなど感染対策を講じた

形での開催や、弁当・食料の配布に切り替えるなど、工夫して事業を継続する団体もあり、市も継続して支援を行

った。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

高校進学支援プログ

ラム 

生活保護世帯の中学校３年生の子ども

及びその親に対し、進学費用の準備や学

習環境の確立など高校進学への意識を

高めるための支援を実施 

卒業者290名のうち、269名が進学 

（高等学校等、専修学校（一般課程）・各種学校・

公共職業能力開発施設等を含む） 

ふれあい学び舎事業 すべての小学校で、地域、家庭と連携し

た放課後補充学習を実施し、「共育」に

よる学力向上の取組を進める 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を考慮し休

止 

地域学び場応援事業 保護者を中心とした地域グループが中

学生を対象に実施する放課後補充学習

活動を支援 

８グループを助成 

就学援助 児童生徒が国・県・市立小中学校に通学

するうえで、経済的な理由によって、給

食費、学用品費、修学旅行費など学校で

の学習に必要な費用の支払いが困難な

保護者に援助することにより、児童生徒

が支障なく義務教育を受けることがで

きるように支援 

・受給者  小学生 17,245人 

      中学生 8,698人 

       合 計 25,943人 

・支給額  小学生 1,336,904千円 

       中学生 1,074,555千円 

      合  計 2,411,459千円 

福岡市教育振興会奨

学金 

経済的な理由により高校などへの進学

が困難な生徒に対し、入学資金及び奨学

資金を貸与し、修学を支援 

・経済的な理由により高校などへの進学が困難な生 

徒に対し修学を支援。（年間貸与 2,240人） 

進学準備給付金 生活保護受給世帯の子どもの大学等へ

の進学支援のため、進学する高校３年生

に一時金を支給 

・進学準備給付金支給実績 120件 18,800千円 

特別支援教育就学奨

励費 

児童生徒が市立小中学校の特別支援学

級に通学・通級するうえで、経済的な理

由によって、給食費、学用品費、修学旅

行費など学校での学習に必要な費用の

支払いが困難な保護者に援助すること

により、児童生徒が支障なく義務教育を

受けることができるように支援 

・受給者 小学生 1,243人 

     中学生  321人 

     合 計 1,564人 

・支給額 小学生 33,452千円 

     中学生 13,986千円 

     合 計  47,438千円 
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子どもの食と居

場所づくり支援

事業 

子どもたちへの温かい食事の提供に加え

て、調理や学習支援、昔遊びなどの居場所

づくり活動を行うNPO やボランティア団体

等に対し、活動経費を一部助成 

・支援団体数 19団体 

貧困の状況にあ

る子どもを支え

る地域ネットワ

ーク構築事業 

貧困の状況にある子どもを支えるネットワ

ークを構築するため、子どもの食と居場所

づくりを行う民間団体の立上げ支援、研修

会、情報交換会等を実施 

・相談実績 578件 

・子ども食堂ネットワーク化 37団体 

・食材提供の仕組みづくりと運営 

 ２団体と連携し、市内５か所で実施 

・支援対象者（ＣＳＷ/ＳＳＷ）研修会、地域と 

ＳＳＷとの情報交換、子ども食堂実績報告会 

延べ121人参加 

・子ども食堂開設希望者向け講習会 

 延べ70人参加 

子ども・若者支援

地域協議会 

（施策８再掲） 

各機関が行う支援を適切に組み合わせるこ

とで、子ども・若者に対する支援が効果的

かつ円滑に実施されるよう、関係機関等で

構成する協議会を設置（令和４年４月に設

置） 

・5月27日 第１回庁内検討会開催 

・7月29日 第１回準備会開催（庁内外関係機関） 

・8月30日 第２回庁内検討会開催 

福岡市生活自立

支援センター 

生活困窮者の相談窓口である生活自立支援

センターの相談支援員の中に、主に子ども

の教育や養育等に関する相談支援を担当す

る「子ども支援員」を配置 

・新規相談受付件数 10,286件 

・支援対象者数   1,266人 

・就労支援対象者数 300人 

・就労決定者数   106人  

・住居確保給付金新規支給決定者数 1,663人 

子どもの健全育

成支援事業（相

談・学習） 

〇相談支援 

未成年の子どもがいる生活保護世帯及び生

活困窮世帯に対し、関係機関との連携を図り

ながら世帯が抱える様々な課題に係る相談・

支援を実施 

 

〇学習支援 

生活保護世帯及び生活困窮世帯で、社会的

な繋がりがなく学習が遅れている子どもに対

し、高等学校等への進学及び中途退学防止

を目的として学習支援を実施 

相談支援 

・支援対象者数 329世帯（1,091人） 

受験・進学への意欲がみられた 85件 

不登校が改善・解消した 31件 

保護者の養育姿勢に改善が見られた 27件 

 

学習支援 

・支援対象者数 25人 

・受験した中学３年生 15 人は全員高校進学。その

他の支援対象者についても、学習意欲の向上や不

登校の改善が見られた 

スクールソーシ

ャルワーカー活

用事業（施策８再

掲） 

教育と福祉の両面から、課題を抱える児童

生徒の家庭や学校に働きかけ、こども総合

相談センターなどの関係機関と連携して、

児童生徒の課題の改善を図る 

・配置人数 71人（正規職員の拠点校スクールソー

シャルワーカー７名含む） 

・相談件数   4,066件 

・介入件数   1,058件 

・終結件数   724件 

・派遣相談件数 0件 

社会的養護自立

支援事業（施策14

再掲） 

18歳に到達し、児童福祉司による支援終結

となった施設等退所者に対して、社会的養

護自立支援員が引き続いて支援を実施し、

生活の安定と将来の自立に結び付ける 

・支援員による支援件数 15ケース 

市営住宅におけ

るひとり親家庭

や子育て世帯の

優先入居 

市営住宅の定期募集（抽選方式）の申し込

みにあたり、ひとり親家庭や子育て世帯に

対する優遇制度を実施。また、ひとり親家

庭や子育て（乳幼児）世帯、多子世帯を随

時募集の申し込み要件のひとつとしている 

定期募集（抽選方式）において、ひとり親世帯や子 

育て世帯の優先入居を実施 

・抽選優遇（一般世帯より抽選番号を多く割振り） 

ひとり親世帯、子育て（乳幼児）世帯 

・別枠募集（一般世帯とは別に住戸を確保） 

子育て（中学生以下）世帯 募集戸数309戸 

・入居時の収入基準を緩和 

随時募集 10件（ひとり親家庭等の要件に該当） 

実費徴収に係る

補足給付事業 

生活保護世帯や低所得世帯等に対して、保

育所・幼稚園などに支払う日用品費や行事

参加費、副食費などの実費について助成 

・給付児童数（教材費等）    231人 

・給付児童数（副食費・国基準） 3,198人 

      （副食費・市基準） 1,423人 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標3 さまざまな環境で育つ子どもの健やかな成長 

施策14 社会的養護体制の充実 

施策の概要 

◆家庭養育優先原則（児童福祉法第３条の２）に従い 

・ 子どもが、早期に、法的に永続性を保障された家族のもとで養育されるよう、こども総合相談セン

ター(児童相談所)、区役所、フォスタリング機関(里親養育包括支援機関)、里親、社会的養護関連施

設などが連携し、親子関係再構築や家庭復帰の支援、親族による養育や特別養子縁組への移行支援に

取り組みます。 

・ 社会的養護を必要とする子どもを、家庭と同様の養育環境で養育できるよう、継続的な里親のリク

ルートによる受け皿の確保や養育の質を確保するための里親の支援･研修などに取り組みます。 

・ 小規模かつ地域分散化された乳児院・児童養護施設や職員体制の整備など、さまざまな子どものニ

ーズに応じた養育を提供できる社会的養護体制の充実を図るとともに、乳児院･児童養護施設等が地

域の子ども家庭や里親家庭を支援するための機能転換等を推進します。 

◆若者に関わる機関や団体との連携を進め、必要な支援やサービスに的確につなぐなど、里親や社会的

養護関連施設から社会へ自立する子ども・若者の支援を強化します。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・社会的養護を必要とする子どもを、家庭的な環境で養育できるよう、里親のリクルートによる受け皿の確保や養育
の質を確保するための里親の支援･研修などを、子どもに関わるＮＰＯと共働して継続的に取り組んだ。 

・児童心理治療施設の開設、里親や児童養護施設との連携など、虐待を受けた子どもの心理的ケアや親子関係再構築
に向けた支援の充実を図った。また、こども総合相談センターの社会的養護自立支援員による施設等退所者の自立
支援に取り組んだ。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、里親リクルートのためのイベントを見直しオンラインで実施するなど、

感染対策を十分行いながら、継続して里親制度の啓発に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

措置児童の家庭移行

支援事業 

措置児童が家庭復帰できるよう、保護者

に対して児童への接し方等の助言やカ

ウンセリングなどの親子支援を行い、ま

た、家庭復帰後も安定的な家族関係の調

整を実施 

・親子関係再構築プログラムの実施 23ケース 

・訪問相談支援事業の実施 ５ケース 

里親制度推進事業 ＮＰＯなどとの共働による「里親養育支

援共働事業」に取り組み、里親制度の普

及啓発や里親研修などによる里親支援

を実施 

・里親登録数  263世帯(令和３年度末) 

・里親等委託率 59.3％ 

・里親フォーラム「新しい絆」を年２回開催 

里親養育包括支援

（フォスタリング）

事業 

保護者の病気や経済困窮等により家庭

で暮らすことができない子どもの緊急

な一時保護にも対応可能な養育里親を

開拓・育成し、登録から委託、委託解除

後までの一貫した支援を実施 

・問い合わせ件数   242件 

・里親新規登録世帯数 13世帯 

（累計登録世帯数55世帯） 

・一時保護委託児童数 38人 

・委託児童数     11人 

児童養護施設等のケ

ア単位の小規模化 

児童養護施設などにおいて家庭的な環

境で養育できるよう、今後社会的養護が

必要となる児童数などを見込みながら、

ケア単位の小規模化を促進 

小規模化を実施済の施設数 ２か所 

児童心理治療施設 専門的なケアを必要とする児童に適切

な治療や支援を行う入所・通所機能を持

つ“児童心理治療施設”をえがお館内に

設置 

・入所児童数 11人（令和４年３月１日現在） 

・通所児童数 11人（令和４年３月１日現在） 

自立援助ホーム 児童養護施設などを退所した子どもな

どに対し、共同生活を営むべき住居（自

立援助ホーム）において、相談その他の

日常生活支援、生活指導、就業の支援を

行うとともに、退所した子どもなどへの

相談などの援助を実施 

施設数 ３か所 
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社会的養護自立支援

事業 

18 歳に到達し、児童福祉司による支援

終結となった施設等退所者に対して、社

会的養護自立支援員が引き続いて支援

を実施し、生活の安定と将来の自立に結

び付ける 

支援員による支援件数 15ケース 

子ども・若者支援地

域協議会 

（施策８再掲） 

各機関が行う支援を適切に組み合わせ

ることで、子ども・若者に対する支援が

効果的かつ円滑に実施されるよう、関係

機関等で構成する協議会を設置（令和４

年４月に設置） 

・５月27日 第１回庁内検討会開催 

・７月29日 第１回準備会開催（庁内外関係機関） 

・８月30日 第２回庁内検討会開催 
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「第５次福岡市子ども総合計画」施策別進捗状況・自己評価（個票） 
目標3 さまざまな環境で育つ子どもの健やかな成長 

施策15 子どもの権利擁護の推進 

施策の概要 

◆児童の権利に関する条約や児童福祉法に示された子どもの権利擁護の理念についてすべての市民が

理解を深めることができるよう、様々な機会を捉えて啓発し、虐待、体罰、いじめの防止などに取り

組むとともに、子どもに関わるあらゆる分野において、子どもの権利を尊重し、「子どもの最善の利

益」を考慮した社会全体の取組みを推進します。 

◆いじめの防止･対応については、各学校における未然防止や早期発見･即対応、児童生徒への教育の充

実、地域や家庭、関係機関との連携などにより、いじめ防止対策を推進します。 

◆国による施策等の動向も踏まえながら、里親や社会的養護関連施設に一時保護や措置された子どもが

意見表明できる支援や仕組みづくりに取り組むとともに、地域や学校など子どもに関わる様々な分野

で子どもたちの意見表明が支援され、その意見が尊重される社会づくりをめざします。 

◆外国にルーツをもつ子どもや性的マイノリティの子どもを含むすべての子どもが、互いの違いを認め

あい、共に生きる心を育む環境づくりを進めます。 

 

１ 施策の進捗状況 おおむね順調 

・アンケートにより不登校やいじめの未然防止及び早期発見に取り組むとともに、いじめゼロプロジェクトを推進し、
いじめ防止対策に取り組んだ。 

・すべての市民が子どもの権利について理解を深めることができるよう、地域、学校・保育園、イベントなどのさま
ざまな機会を捉えて、子どもの権利に関する周知や、虐待、体罰、いじめの防止などに向けた啓発活動を実施した。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、一部オンラインで実施するなど、感染対策を十分行いながら、子ども
の権利擁護の推進に取り組んだ。 

 

２ 主な事業の実施状況 

事業名 事業概要 令和３年度実績 

Ｑ-Ｕアンケートの

実施 

不登校やいじめの未然防止及び早期発

見のための、Ｑ－Ｕアンケートを行い、

この分析結果に基づいた支援を実施 

・市内の小学校４年生から中学校３年生のすべての

児童生徒を対象に年１回実施 

いじめゼロプロジェ

クト 

いじめの未然防止の観点から、児童生徒

が主体的にいじめについて考え、いじめ

が起きにくい学級や学校を作る取組み

及び保護者・地域などへの啓発活動を実

施 

・各学校で、いじめがない学校を目指すために、児

童生徒が主体となった「いじめゼロ取組」を実施 

・各教室をオンラインで接続し、小学５年生から中

学３年生までの全児童生徒が参加して「いじめゼ

ロサミット2021」を11 月に実施。代表児童生徒

10 名によるシンポジウムや講演を通していじめ

を許さない機運を高めた 

処遇困難事例等専門

部会による子どもの

意見聴取・審議 

児童の最善の利益を確保するために、児

童や保護者の意見が児童相談所と異な

るときなどには、こども・子育て審議会

「処遇困難事例専門部会」において意見

聴取・審議を実施 

実績なし 

地域での人権教育の

推進 

公民館や市民センターなどを中心に、子

どもの人権に関する学習の場の提供や

研修会、講演会などの啓発事業を実施 

公民館 

・実施回数   376回 

・参加延べ人数 11,228人 

市民センター 

・実施回数   17回 

・参加延べ人数 1,733人 

 

学校・保育所などで

の人権教育の推進

（保育所） 

教育活動全体を通した人権教育を教員

及び職員の共通理解・認識のもとに、組

織的・計画的に推進し、子どもの人権感

覚を高め、さまざまな人権問題に取り組

む実践的な行動力を育成 

保育所 

・公立、私立、公私立合同で研修会を実施 

 研修回数 580回 参加延べ人数 10,604人 
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学校・保育所などで

の人権教育の推進

（学校） 

教育活動全体を通した人権教育を教員

及び職員の共通理解・認識のもとに、組

織的・計画的に推進し、子どもの人権感

覚を高め、さまざまな人権問題に取り組

む実践的な行動力を育成 

学校 

・「人権教育指導の手引き」を、非常勤を除く全て

の教職員に配付 

 活用状況 

 小学校138校（95.8％）中学校56校（81.1％） 

・令和２年度の人権に関わる事象について、福岡市

全体の傾向や課題などを集計・分析し、まとめた

資料を各学校に配付 

人権啓発センター事

業の推進 

市民一人ひとりの人権が真に尊重され

る社会の実現を目指して、人権について

の啓発、情報提供、相談などの事業を実

施 

人権を尊重する市民の集いにおいて、子どもに関す

る人権啓発を実施 

・参加者 285名 

子ども日本語サポー

トプロジェクト 

福岡市立小・中学校、特別支援学校（小・

中学部）に在籍する日本語指導が必要な

児童生徒が、いちはやく日本の学校生活

になじみ、日本語での学習に取り組める

ようになることを目的として、日本語指

導等のサポートを行う 

・日本語指導等のサポートを受けた児童・生徒数 

323人 
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